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|論説 ii

の構造 (6) 

一一厳打 なぜ刑事裁判が道具となるのか?一一

「司法」現代中国における

成U 坂

次

lジ論

問題忘識および課題

本稿。〉構成

先行研究の検討

本稿的意語

用語の説明

1 基本概念の整理

1.1 刑事司法の担し、T

1.2 制裁制度

1.3 刑事F続の概必

1.4 解釈別l支

I 厳tJとは何か

2 以打前夜の治安状討と j日正対策 「重きにかっ辿やかに」の奇

場

2.1 丈#の後遺症

2.2 1979年全国都内治安会議

2.3 1981{I' "大都市治安座談公

2.4 章結

3 83年厳十1

3.1 肢打。〉決定ブ口セス

3.2 法的支JJ.心

3.3 厳11期刑事司法の実態

:-l. 4 厳打の成果
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現代巾囚における「司ば」の構五0:，-61

3.5 111間年祭 なせペ83千「股fTがwJ能であったのか〉

w 卜 ~7巻 3 り)

4 その後。〉厳JJ
4.1 自主打の常態化

4.2 何年厳守」

.1. 2.1 決定フ口セス

4.2.2 96年厳打の現象

1.2.3 まとめ

4.:J 01年厳打

4.3.1 決定プロセス

4.3.2 1'.1、的対応

4.3.3 日i年厳れの現象

.1. 3.1 まとめ

4.4 草結 w 卜 ~7巻 6 号)

且 裁判の位相 なぜ裁判が道具となるのかワ

5 巾同における裁判観

5.1 法規疋から見る裁判的任務

5.1.1 裁判所法

日1.2 刑法

5.1.3 刑事訴訟法

5.1. 4 まとめ

5.2 量刑の判断凶千 量刑事情

5.3 縦打の賛否をめぐる論争概観

5.3.1 肯定試

5.3.2 反也、説

5.:-l.:-l 否定説

5.3.1 新 lの検討

5.4 章結

6 r裁判IJ~道具」の構造

6.1 裁判の担いT-mtが裁判官になるのかっ

6.1.1 裁判Hになるための資格

6.1.2 誰が裁"["IJ官になっているのか

6.1. :-l まとめ

6.2 法的決定形成プロセスに介存する制度

6.2.1 裁判所内部

6.2.2 J也hブロ yク 党委7吾作MJ

6.2.3 縦ライン |級裁判所への照会
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G.2.11 まとめ (以|本号)

6. :J 構造の淵滑油 裁判官の宜任負担のあり方

6./1 政府と裁判所の関係

6.5 構造の全体i象

終草

E 裁判の位相ーーなぜ裁判が道具となるのか?

本稿の第 1の課題「なぜ巾国では厳打が可能なのかつ」については、

裁判が道具であるが故に厳打がIIJ能となる、という私見を示した。ではな

ぜ裁判が道具となるのかυ この間いを解きほぐすことが本部の課題である。

この点題に迫るための手がかりは、前部の考察においてすでに明らか

になっている。それは、少なくとも政策決定者および裁判所の所長といっ

た指導的地位にある者の断裏において、裁判は「主主にかつ速やかに」

の指示を淫行すべきものと認識されていることである I]iυ そこで以下で

はまず、認識および用論の而から、裁判が権力の道具と考えられている

ことを明らかにする(5中)c 

とはいえ、裁判が権力の道具と考えられているとしても、そうした認

ぷがただちに現実のものとなるわけではない。現実に梓)Jが裁判を道具

として安定・継続して運用するためには、そのようにするための「仕組

" このめ、については、前年最打の開始を告げた「散打決定」の中の次の一主、

「{たして法律条文の意味と量刑の仰を、頑なにð~拝者にヂj利で、人民に不利な

方へと解釈Lとはならない j 我々のil、は具に人民大獄、政il、til)円、塾祭の幹til)

22察官が犯罪者と悶宇寸るための鋭利な武33でなければならず、人民が法とは

自分淫を守るものだと感じさせ、 3日以者がil、に違反宇ることを恐れるようにし

なければならなしミ」、および19何年の厳引に際して、四川省で開催された裁判

所の会誌において、 r(裁判所は) I肢打 闘争において、法とし寸武砕を|分

に運加し、ヨ七、家の+")J.の役割を果たし、;去に従い社会治安に111々 しき危害

を止ぼ1犯罪者を重きにかっ速やかに懲らしめなければならない」という見解

が共通認識となったことから明らかであろう c なお、他愉「中国裁判制l支とそ

の理念の附究(7JJ t，古屋入学法政論集171号 (1997年)476-477、478-480

頁も同旨ごある。

]
 

戸

J
I--[

 
北法;;8(1'374)374



現代巾囚における「司ば」の構五0:，-61

み」が不ロJ欠である。なぜなら、そうした「仕組み」がなければ、裁判

がl'1UJq)道具であり続けるとは|浪らないからである。これを逝から言え

ば、裁判が道具と認識されており、かつi見'支に裁判が道具であり続けて

いるのであれば、そこには裁判を現実に道具とするための Cfl組み」が

{tl'Eすると考えられるのであるわ裁判を道具とする「仕組み」、すなわ

ち本稿がいうところの「裁判=道具」構iiiの全体像を解明することが 6

章の課題であるじこの点はまた、従来の先行研究が|分に迫ることがな

かった論点でもある c

5 中国における裁判観

本章では山岡において裁判が中立公平の第三者による判定ではなく、

権力の I且貝であると考えられていることを明らかにする υ 政策決定者お

よび裁判所の所長といヮた指特的地併にある者の脳裏において、裁判lが

道具であることはすでに述べたが、本￥では次の 3点をさらに検討し、

及判=道具の認識が巾国の法的l!1:界に深く恨付いていることを明らかに

する。まず、 i土が裁判の仔務をとのように〉じめているのかを明らかにす

る (5.1)(! f;;(に、刑法用論において、 Mを恨拠に刑を量定すべきとされ

ているのかを検討する (5.2)コこれは H本刑法学でいうところ呈川11情
は何かという論点である。最絞に、厳打の貸百をめぐる諸日止を検討し、「大

勢」として厳tJに対してどのような態度を採っているのかを明らかにす

る (5.:3)(! 

5.1 法規定から見る裁判の任務

本節では刑事裁1'1Jに密接に関係する(li裁刊所法、 IZ刑法、 (3)刑事訴訟

法を素材として、各r去が定める裁判所、刑法および刑事訴訟法の任務を

明らかにする。こうした作業を行う理由は以 l、のとおりである。すなわ

ち、巾国には「裁判法」といった類の法律がないため、法が裁判の任務

についてどのようなv.坊を採っているのかは白明のことではな1.'c とは

いえ、なぜ裁判が道具となるのかという本部の課題を解きほぐよために

は、法のす坊を明らかにすることは不可欠である。そこで本節では、こ

うした作業を通じて、裁判の任務に閃する法の立場をあぶり wすc とり

北法58u' 37:;) 373 1
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わけ裁判所法が定める裁判所の任務と、裁判に課せられた任務には極め

て省按な関係があるといえよう c

5.1.1 裁判所法

裁判所法 3条は、裁判所の任務を次のように定める c

「人民裁 1'1)所の任務は刑事事件および民事事件を裁判ずるとともに、

裁判活動を通じて、あらゆる犯罪苫を懲らしめ、民事紛争を解決し、もっ

てプロレタリアート独裁体制lを守り、社会主義的適法性および社会秩1+
を維持し、社会王義的全人民所有の財並、勤労大衆による集判所有の財

産を保護L、市民による個人所右の財産を保護 L、市民の人身の佐利、

民主的権利その他の権利を保護し、国家の社会主義革命および社会主義

佳設事業の川自制な進展を保ド草することである。

人民裁判庁所fはその全i活古助を通じて市民カ苛士会王義但国lにごE忠、実であり、

憲法およひ

イ本三条から明「らJかなように、裁判所は裁判を通じて様々なリ的を実現す

べきものときれているつまず 1尻では、刊事裁判についていえば、犯罪

者を懲らしめることが、裁判所がまずもってなすべき任務とされている。

そして、これを通じて実現すべき最終的円的は、「国家の社会主義革命

および社会不義建設事業の順調な進展を保障すること」である。これは

「国家円的」と弓い換えることがごきょうれまた 2底では、「社会土義

法系の際Jった特徴」けである「司法の教育機能」が"Lめられている。

このように、巾国の「人民裁判所」は裁判を迫じて国家円的を積椋的

に実現する任務を負っているのである。

5.1.2 刑法

111 i士2条は次のように刊法の任務を定める。

「中主人民共和|川刑法の特務は、汗IJ罰によってあらゆる反本命その他

の叩l事犯罪行為と闘す"L、もってプロレタリア ト独裁体制を防街L、

社会主義的全人民所右の財産および勤労大衆による集凶所布の財産を保

i 賀惇T}jI 通過司法実現社公正義 対中凶法宵現状的 {回i重視J lriJ IF司法

的埋念可制民， ('i'同政iJ、大学，'1'，版社、 1998!f)42頁。

[1l9J 北法;;8(1'372)372



現代巾囚における「司法」の惜五0:，-61

議 L、dJ民による何人所有の合法的財産を保設し、 IIJ民の人身の権利、

RT:的権利その他の権利を保護し、社会秩序、牛産秩序、業務秩序、教

育研究秩序および人民大衆の生活秋序を維持し、社会主義革命および社

会下義建設事業のj服訓な進展を保障することである」。

111法制定後の代表的教科書である f試用教材刑UI士苧」は、 4，条を次の

ように説明する lにすなわち、一切の搾取階級の刑法の伴務とは故然と

異なり、イメ条は巾国刑法がMに打撃を加えて、何を守るのか、そして汗1)

法の任務と同家の任務の関係についてはっきりと説明している。，(中岡)

川法は党および国の異なる歴史時期における主要任務に奉仕するもので

ある」。そして本条が定める刑法の重要任務である、刑罰によって①反

革命犯罪と闘争し、プロレタリアート独裁の国家体制を防衛すること、

②その他の刑事犯罪と闘争し、社会土義的公共財産および市民個人の合

法的財並を保護すること、③その他の川事犯罪と闘争し、市民の人身の

権利、民主的権利その他の佐利を保護宇ること、そして性〉反品命その他

のl川事犯罪と闘争することは、結局のところ、本条所定の各秩序を維持

し、安全ご良好な社会環境をおU遣し、社会主義現代化建設事業の順調な

進展を保障することである c 'lJIJ法の全規定は、いずれも敵を鎮圧し、

犯罪を処罰し、人民を保護し、 4つの現代化建設を守るためのものであ

る。 JIIJi去の規正に厳格に則りポをf丁わなければならず、そうしなければ、

刑法の人民民土土義独殺の道具としての役割を十分に来たすことができ

なし、」、と。

このように本条が定める刑法の任務は、犯罪との闘争を迫じて、各秩

序を維持し w、卜、「社会秩序」と総称する)、もって， 1つの現代化建

設」とし寸国家日的の枯極的夫現に資する社会環境を創造することとさ

れているは)。ここからいl本目的の積極的実現に率引すべきという考えん

を誘み取ることができょう。「刑法の人民民主主義独裁の道具と Lての

(2) 試財投村刑法学Jl 23~26民

同銘H1i編 l'lll華人民共和刊刑法的ノF育和誕'1 法律問版社、 1981年)2GB。

また土作富 T中国刑法研究J (中国人民大学山版社、 19R8年)111頁も、刑法的

1J務を lまとめるとである。すなわち社会主義草命および社会主表建設事

業の順調な進民の保障である」とするり

北法58(1-371)371 [120] 



ー込 門

i附，，'己

役割を|分に果たすことができなし、」という表現は、このことを雄弁に

物詩っている。

また同時に、社会に危害を加える行為が犯罪であるとする実質的犯罪

概念(1司法10条)、類推許容胤定 (79条)と相侯って"、旧{去の特務胤

定からは、刑法により国家刑罰権の怒志的発動を抑制しようとナる発想、

は読み取れない。

さらに、刑法のi呆護の対象が「人民」に限られていると解されている

占も見逃せないc というのは、保護対象が「人民」だけに|浪定されれば、

論理必然的に、「敵」は保護の範時に含まれなくなるじソド条が cI1リ法が

人民の利訴を守り、敵に打撃を加え、犯罪に懲罰を加える重要な武器で

あ(ること).・ e・-・を表している」ユといわれる所以であるじこのように「人

民を保護する」という背景にある考え方は、以卜に見る現行刑法・刑訴

法にも存有するが、賛言しないし

次に現行法を見てみよう c 同法 i条は刑法制定の円的を次のように胤

定する υ

「犯罪に懲罰を加え、人民を{足設するために、憲法に基づき、わが固

における犯罪闘争の具体的経験と実際的状況を結ひ、つけ、本法を制にす

る」。

木条から明らかなように、刑法制定の国的は、「犯罪に懲罰を加え、

人民を保護 tるため」である仰れなお、ここでいう「人民を保議ずる」

とは、人民の人身の梓利、民十:的権利J、財崖的権利なとγ〕人民の個人的

権利の保護のみならず、「人民の十見本的利益を代表する国家政権、社会

不義的政治・経済体制」の防衛も含まれる '7コ

そして同法 2条は、刑法の任務を次のように定めるじ

士 この点については、 J断言 I，ド凶刑法における罪刑法定宅設の命活 近代

以、の受容と IF"~- (I)J北大法学論集52巷日号 (2ω1年) 95-97頁を参照

されたいο

銅山「保護人民、打撃故人、懲罰ð~')ド的武砕 守色fljr華人民共平日I司刑法

総則的 内休会」法学雑誌198::1年 1)明4:)頁口

6; 宰{卓王11U新烹編宮中凶刑法修訂自」背E与7直出. (法律出版社、 1998イ1)1 i 

頁、郎勝」編『中市人民共和国刑i1、新注J (中国i1、制出版社、目的2年J3頁り

戸郎勝目|叶上c
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「巾華人民共和国刑法の任務は、刊罰によってあらゆる犯罪行為と闘

争し、もってド|ぷの安全を防衛し、人民I己主デド義独裁の1"1家権力および

社会主義体制を防衛L、固有財産および勤労大衆による集団所有の財産

を保護し、市民による個人所有の財産を保護し、市民の人身の権利、民

王的権利その他の権利を保設し、社会初、序および経治秩序を維持L、社

会十て義建設事業の順訓な進展を保障することである Jo

本条については、「基本(19にIH刑法 Z条所定の内行であり、形勢の変

化および犯罫闘争の実際的ニーズに某づき、旧条文の文言を修正しただ

けである」討とされている υ それ故、その王たる内行も旧法 2条と同じ

であり、「犯罪処罰は手段であり、同家および人民の利訴のf，"識が日的

であるJ'，!J)とされている J

以トのように新旧刑法が定める刑法の任務は、刑罰により芥糧法訴を

保護し、社会秩序を維持し、もって社会王義革命や社会主義建設事業と

いった同家日80の積祢的実現を推し進めることであるといえよう c

ところで、 IIU法の任務については、円本の学界においても、例えば大

谷貰は「刑法が社会において米たすべき機能またはその固有の役割」と

して、「社会を構成する要素(個人や集州 原文)の調和を閃りdι"L
きせることによって、社会の発展に奉仕する」という社会秩序維持機能

を挙げている"ヘここから、け中同|主|の刑法の任務は似ているといえ

そうである tさらには刑法に社会秩序の維持を期待することは洋の東丙

を問わないといえようん

しかし、同者は尖は似て非なるものであると考える η というのは、大

符は社会侠序維持機能をさらに法益保護機能と人権保障機能に分けてい

るが、現行法 2条においては、後苫の「国家の刑罰権の行使を制限L、もっ

て汗1)罰権の送意的行使から一般ドIRおよび犯罪者の人権を保障するJ{II) 

という役割を凡山「ことができなし、からであるハ「人民」枇念を採用 L

ている|口l条からは、むしろ「敵」には刑罰柱の訟意的行使に対抗する桂

，8 半淳等・前掲注(日) 17頁

~;超来志キ編 J新刑法典á0 :tîIJ市 11 ， (法仲間版社、 1997年)3Hlい

'"'大谷寅ョ刑iJ、請義総論(迫補版)~ (成主'U2川)日年) 4 -7頁{

11
1 ]riJ上GA。
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この).':Cについて、現行法 3条は罪刑法定主義的な国定を設けた。ずな

わち、「{去律に犯罪行為であると明丈規定しているものは、法律に照ら

して犯罪を僻定し刑罰を科す。法律に犯罪行為であると明文規定してい

ないものは、犯罪を確定L刑罰を利すことはできない」と。 Ltcがって、

H本刑法でいうところの人佐保障機能に相当ずる役割は、本条が担って

いると解することもロl能である J しかし、私見では，(現行)刑法が貝

現する[罫刑法定原則]には、同家の刑罰権の:ふ意的発動を抑制し、市

民個人の権利を保障するとの理念は内杭していないJ，1:-L: () 
Lユトを要するに、中同刑法の最重要任務は同家日白むの積称的実現を推

しj生めることであり、)ドj法をもって国家)1リ罰権の行使を制限しようとす

る考え方は稀埠である、ということができょう。こうした刑法制は;くの

指摘が端的に示している。日く「観念の深層においては、多くの人は依

然として、刑法は階級独裁または政治的主配の道具であり、鎮)土佐能を

専ら実施する了イ王家の宝))J であり、川法は永遠に冷徹なものであり、

刑法の概念は常に昨獄、暴力および血なまぐさい先刊、肉汗IJと結びつけ

られ、そのため、川法の味は常に苫いものである。彼告人、犯罪者、ひ

いては一般dJ民にとって、刑法は永遠に身の毛もよだっダマスカス剣な

のである」 {141とコ

5.1.3 刑事訴訟法

IU法 2条は、次のように刑事訴訟法のi工務を定める η

1 ~)こうした叙述楠造(敵味hl により、法律は市民だけを保護し、敵は権

利が保障されず、情け作紋なく扱われ、消滅されるべきとなる」という指摘も

ある(労東京刑事司法政治化的背絞」悦唄良緬『公法(前 5巻)，1 (法律出版

社、 2004年) 51頁)，

13" j出稿「中固刑法における罪刑法定主義の命運 近代法の受存と拒絶

12・完)J 北大;1、宇論集32巻4号 (200l!fJ250頁。また、 4.4で検討した阿

'111i'1けの管別売春事件において、 4Y困人jピl十J委会下属機構7J~'刑法改止に際して

廃止されたはずの類推適用[比l開]を折示したことは、このことを裏付けようい

，"決恨林 ''')J把子¥“大志章'仰点 i天平!っ 刑i1、価値的jfi問、批判

与重塑」中外法学2002イ13期335..8。
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「巾華人民共和国刑事訴訟法の任務は、犯罪事実を的確かっ適時に明

らかにし、法律を 11しく運JIJし、犯罪者への懲罰を保証し、界のない者

が叩l事的追及を受けることのないよう保障L、111民が自覚的に法律をj草

、j'L、積極的に犯罪行為と闘争するよう教育し、もって什会.'I'.義的適法

院を維持L、IIJ民の人身の権利、民王的権利その他の権利を保護L、社

会T詩草:命および十十会T義建設事業の順~IiíJ な進展を保障することであ

るJc

本条は学説卜、刑事訴訟法の具体的任務を明示し、これらの具体的任

務の実現を通じて達成すべき総任務を定めたものと解されている c 例え

ば|御幸主編「刑事訴訟法学」では、刑事訴訟法の任務は、①犯罪事実を

的確かっ泊時に明らかにし、法律を正しく運用し、犯罪者の懲罰を保証

すること、(己~)界のない者が刑事追及を受けることのないよう保附するこ

と、お市民が自覚的に法律を遵守し、続極的に犯罪行為と闘争するよう

教育するという 1点の具体的任務の実現を1迫じて、最終的に「社会主義

的活i法性を維持し、市民の人身の権利、民主的権利その他の権利を保護

し、社会主義#命および社会主義建設事業の順調な進展を保障する」と

いうれ木目的を実現することであると説明される :1:') 刑事訴訟法にお

いても、やはり最終的には社会主義争命や社会主義建設事業という国家

I:HドJに行き者くのである。

次に現行法を兄てみようれ同法 1条は刊事訴訟法制定の円的を次のよ

うに規定する。

「刑法の正しい尖地を~、行止し、犯罪に懲罰を加え、人民を保再生し、国

家の次全および社会公共の災全を保障し、社会T義社会の秩序を維持す

るために、憲法に基っき、本訟を制定するJc

|日i条については、現行刑法 l条と|日jfiTのことがJ日摘できょう。

そして、同法 2条では刊事訴訟法の任務を次のように定める η

:15' 陶毛主編『刑事訴訟法平巴(高等救育心版社、 1993年) 28~31 貞 c なお、

二巨刊枢主編 刑事訴訟法子(自ij2版) 1北京大ザ出版社、 1995午) 30-10Bは

①と(~)をひとつの!"休l巾任務とよるが、王早論構成は|可じである〉すなわち、 m

|示およびぬという 2つの具体的紅務を通ヒて It十公主義革命および社会烹義

建設事業の順調な進民を保障する」とし寸恨本け的を実現する、とは
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「巾華人民共和国刑事訴訟法の任務は、犯罪事実を的確かっ適時に明

らかにし、法律を 11しく運JIJし、犯罪者の懲罰を保証し、罪のない者が

刑事的追及を受けることのないよう保障し、 IJJ民が白)i的に法律を遵守

し、積極的に犯罪行為と闘争するよう教育 L、もって社会主義的適法性

を維持し、 IIJ民の人身の権利、財産の権利、民王的権利その他の権利を

保護し、社会下義建設事業の順訓な進展を保障することであるJc

本条は主言上許干の修正が加えられたにすぎない'H¥そのため、イメ

条も旧条文と同じように解釈されている'，17)

5.1.4 まとめ

以上のように、裁判所法、 11リ法および11リ事訴訟法が定める裁判所の任

務、刑法の任務、刑事訴訟法の任務は光柏z的には 点に収数きれる。そ

れは、国家U的の積極的実況である。川事裁判は、裁判所の裁判円が11')

事訴訟法に刷り刑法を適用宇るものであり、したがってその任務も、何

家リ的の積極的実収であると考えるのが筋であろう J そして、この「国

家円的」は、法丈上、「社会主義革命」ないしは「社会土義建設」と I111

象的には去現されるが、具体的にi可を.J~すのかは、必ずしも明らかでは

ないれしかし、い，jしにせよこの「国家円的」が、党が指導 tるところ

の悼|家が設どした目的であることに変わりはなく、裁判所はそのH的の

実現に|何けて裁判を行うのであるつこのことは次の指摘からも則らかと

あるコすなわち、「今Hの中1"1の裁判所は、表面的に見れば、もとより

品目と同日に論「ることはできないが、我々が社会政治生活の今と品を

選んで横断的に分析すれば、裁判所の政治構造における被支配の 極と

いう地位には、 Mの法化もない。 1職能上の法化」は申に人民裁判所を

敵対独裁の川心棒から、譲送船凶の航海士に変えただけであり、裁円l所

システムの自主性にとってMら意味はなく、裁判所は依然として奴隷の

¥16' 改正内は、 T打JI;の権利として「財産立の棒利」を明主規定したこと、および

旧刑訴法の根本日的と解されていた「社会キ1G革命」の削除の 2点である一

: 17) 郎勝主編「関於修己主刑事訴訟法的決疋釈義， (中国法市IJ山版社、 199fi年)

í~8B、同道鷺・張{阿漢ヰモ編「刑事訴訟法的修改与適用 J (人民法院山版社、

E削年)弧-40頁など A
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ままである J川、と。;l}i.状に則して具休的にいえば、経治発民の促進、

およびそのために社会秩序を緋持することになろう。この点、「川家法

秋序を維持ナることを U的とナる作用」 (1Q とされる法的判定型裁判とは

哉書犬、と異なる。

5.2 量刑の判断因子一一量刑事情

本節では巾固刑法理論において、量刑に際してどのような要素を考慮

すべきとされているのかを検討する。いわゆる「量刑事情」が何である

かという論点であるしここで呈111)事情とは「星川に際して考慮されるべ

き個別的 具体的要本」と定義しておく〔中同刑法典には「それらの苅

要素を評価・判定するための 般原理ないし)J法」である盈川基準が1"1

であるかは胤定されていないが引、量刑事情については、新旧刑法と

もに同じ規定が設けられているしそれは以下のとおりである U

「犯罪者に対する刑罰を決定するときには、①犯罪の事実、②犯罪の

性質、 (3}1育状およびヨ〉社会に対する危害程度に基つ、き、 CD:+~t~土の関連規

定に照らして処断しなければならなし、J (現行刑法則条。 |υ刑法57条も

1，')じ) (丸数f下は筆者によるん

本規定は、中国刑法の量刑原則が「犯罪事完を恨拠とし、刑法を洋則

とする」ことであることをボしているとされる I::!ll 前半部分の「犯罪

事d大」は:1)から④を含む!ム義の犯罪事ペ丈であり、それに対して①は狭義

の犯罪ポ実とされる c また後半部分の ')11)法を準買1)とする」は必から導

かれるつ具体的には、法定刑の枠内において、累犯、 R片、きらには1士

山の従宣・従軒・減軒('同労の決定」施行後現行)11)法施行以liIJにおい

ては加重も含む、以下同じ)事山に則り量刑を行うべきことを意味する。

以卜ではまず、量刑事情となる④から④の存安ぷの内容を簡単に説明し、

1お)程小山「法院体制自主性建構之反思J i[l外法子20011-ド 3期302-303:R，

: 1 UJ 問中 郎 In~~: ;JUJ政法(朝刊以)， (弘主'-4!;、 19i2年) (i頁υ

:21)1以上については、域↑将一『44肝リ基準の倒究c (成文堂、 1995イn16、20f!。

三"位三宮志 l編「判刑iJ、教和巳 L中同人民k.予出版引、 1997午) :i21頁、市銘E古

王編「新編中固刑法学(上回)， (中国人民人学山版社、 1998年)358貝、陳興良

l陳D司j良JTIJiJ、学教科書之規範刑法苧 ('I'f司政i1、大苧「いI版干十、 2003午)221買なと。

北法58U. 36;;) 3GS [126] 



ー込 門

i附，，'己

しかる後に、巾国の量刑諭がどのように理論構成されているのかを見る c

①犯罪の事実とは、犯罪を構成ずる T.観的・客観的事実をJ旨す。②犯

罪の性質とは、行為苫の行為がM罪を構成するのか、ということである 0

(]}I占状とは、犯罪の情状のことであり、犯罪構成安件該当事実目、外に、

犯罪の社会危害程民および犯罪者の再犯pJ能性[人身危険性]仙の程度

に影響を及ぼし得る具体的事実状況を指すc ④犯罪の社会に対する危害

程度は、犯罪行為が社会に惹起した危害の大小を指し、犯罪の本質(19特

徴である犯罫の社会危台程度(犯罫論においては「社会危合性」と呼ば

れる)は、犯罪のI，'i:ず?を決定するのみならず、 JIIJ罰の粁重をも決定する J

ここで「犯罫の成合」とは、現行刑法13条 1231が「 ¥{口し、情状が

顕著に幹微であり、危害の大きくないものは、犯罪とは認めない」と疋

めるように、社会危合性がノl、さければ、犯罫とはならないことを意味す

る。そして、犯罪の社会危吾程度は犯罪の事実、犯罪の性質および犯罪

の情状によって決定される凶c つまり、中同刑法の量刑事情は、①か

ら(3)を総合的に判断して導き出されるc1冗士会危吾程度、そしてく云が反映

する再ð~pJ 能性と概括することができる口~}

2~，1 I地興良 l諭人身危険性比其刑法意表」法学刷究1993イ1:2期37!司、町長惣 l論

界Iflj1廿適応原則」同ョ当代中国的界ヲ罰， (中国人民公安大学出版社、 E内9年)

73貞などによると、[人身危険什]はH本でいう「再犯可能刊」を指すものと

考えられる

〔泊， IR刑法111条f日需も|百]採り

2-1
1 .L:tl については、両;f!6~H . MIi.f司注 (21) 3S8-359}=~ を参lぼしたこなお、日

本国内の先1J研究としては、小口彦太『現代中国の叫と裁判， (成主堂、目的1年)

121-H;民参照。

出 j 干十会危害t!U-ft(社会危害性)と再jUUJ能性[人身危険性]が量刑の二大

根拠であると守るのが中回の通説と目される(高銘喧主編「刑法学原理 L第

3巻)I (， l'阿人民大宇出版社、 199，1年) 212-213:R (周振想執筆)、組素士、

前掲注(位21ο) :，2江4頁、高銘U陪吉.前掲注(ロ21) :-)消G2頁など)， とはいえ、|問円刑{法去5町7 

条およひ

ものではなし九ここで中国刑1叫法L、学界が量汁刑刑'IJす宇r汁↑情古に再犯可能f性宇を;読土み込ませる

理「杓hとしては、次の 2雨、が考えられる U ひとつは、|円刑法起草時に円犯可能

性を量刑事情とすることは織りJとみ済みであったことである すなわち、 π々
|円刑法草案13楠は「犯罪者に対する刑罰を決定するときには、犯罪的事実、
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だが、この社会危害程反の判断根拠は、刑法には規定されていないが、

実は犯罪の事実、性質、「占状だけではない。すなわち、「十十会の政治、

経治、治安の形勢も犯罪の社会に対する危害の程皮にF3轡を及ぼ"9J 
:21，' 

と。つまり、刑法所定の①、(訟および(~)以外に、さらに「形勢」も考慮

しなければならず、したがって、その当然の帰結として、「形勢」が量

刑に影響を及ぼすことになる。円く「犯罪のj十会危害程度の大小は、七

に犯罪の事長、性質、情状により決定されるほか、形勢とも干引委に関係

している ーわが同「刑法」が犯m:行為の社会に対する危台程度を畳

川の松拠のひとつとしていることは、実質的には亘;川に際しては必ず形

勢を含めて考慮しなければならないことを含んでいる」仰と。そして、

犯罪の性質、情状および社公に刈する危Z科度に基づき、犯罪者的個人的状

ィ兄、以を認める 11'直さ、およびj日出の己主俊の状を参照し亡、本U、の関連規定

に昭らして処附しなければならなLミ」と規定していたが、傍内部については

実務において「適度に+~jll'すればよく、条文にはっきりと規定する必要はなく、

規定すれば次のような副作加が作易に生じる。第 1に、犯罪事実日体がどの

ようなものであれ、一白的に犯罪後の態度を強制することになり、量刑上σ)

偏りを招くことになるつ第 2に、一前的に掠を認める態度および改佼の状を

強調することになり、被山人が十分に弁護1曹を行使することを応踏するよう

になる乙信 3に、 3日以昔の個人的状況』は、出身成分を含むものと埋解され

や t(、山身成分がnければ峰きに従って処罰し、山身成分が悪ければ叩き

に従って処罰することになりかねなし」これは法の卜の平等原則に反するこ

とになるつ以卜の生じうる刷什川を泣けるために、 ト言己主言 L傍点部jを削

除した」という(肖銘喧 前掲注 (3)88-89兵c草案33稿の条丈については、

刑;1、す11、資料(卜)， 347頁を参照したしもうひとつの理由は、刑罰}の円的

である{すなわち、中困の通以は刑罰の目的を一般予防および特別予防とし

ているため、このす場からは、量刑事情に再j~uJ能性を読み込ませることが

不可欠となる。
21i

1馬克日 l論死刑的適用」拐敦先・曹f丹全編『改革開放与刑法発展 1992 

年刑U、学術研討会論丈精選， (中国検察出版社、 1993年)1811頁A また、高銘日吉・

前掲出 (21) 359-初日買も、「犯罪の社会危宵程度を汗価「る際には、さらに

同家の政治、経済、社会治安の形勢を適度に考!置しなければならない」とするい

引金紳 最安 I11 1リ法執1- J 中的問題ワ採~，t~ (群衆山版社、 19R2年)60頁{こ

のほか、民軍「品形勢与定坪量mJJ超来志ー J長官輝・二巨ヲ〕・遡円強編 l全阿刑

法傾士論丈否平 (198IJul-1988JulJ，(中国人民公安大学出版社、 H刊年)75 
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「社会形勢が行為の社会危害件の人小に影響を及ぼし、量刊時に考[置すべ

きことは、わがいl刑法学界の一部の学者のコンセンサスとなっている」氾)

という υ

そのため、厳れ期により重い刑罰を科しでも、刑法4条および5条が

定めるi士の下の平等と罪刊均前原則には以 Lないというロジックが展開

される。ま「法の卜の平等について例えば応大山は、「可法実務におい

ては、『厳打 J 期と非 f厳打』期における量刑の追いが生じ1-~- 1)、これ

は表凶的には不平等の械いがありそうであるが、第 lに、こうした違い

はl川法所定の呈J刊の枠を限度としており、決してそれを越えてはならず、

第 2に、「厳打」期において犯罪にわりあい草ぃ処罰を科すことは、社

会の実際的状況に基つ3 き確定したことであり、 '111)i主』の亘:1刊のj干の自

然22闘が包摂し得るものであるため、実質的には、それらはやはり干等

である」川とするじまた罪111)均衡原口1)についても、例えば馬克品は「こ

うした犯罫日体が、いずれも社会治安に山々しき危常を及ぼす犯fl1であ

り、社会治安のI1手勢が厳しい状況の下では、それらの社会危害牲の程皮

も増大し、法に従い草きに従って処罰することは、まさにその犯行と負

うべき刑事責任と均衡している」川"と論じる I口。

7GB、超来志 1"敢行，.111刑法適用枠下問題研討J I股打'1'的法律与政策適用1

65頁なども|百H::r。

訓馬克円 l悶於“最れ"的刑法学官、与J '刑法学文集 (2001)， 2引貝。定立乗JL、
「対『厳打』中幾制i1、伴関係的思考」人民検察21101年9期 (C1¥KJ)25頁も同旨。

29' 馬天111'従困惑的必扶走向必ク人的頓ほ “厳H"克針的実践原則与完

苦里、ず)'-J 111打'1'的U、律ヲ政策適用， 147頁ハ

i:311' 馬克昌目前掲注 (2お)乙:)6頁。

、"なお、こうした口ジツクに対しては、ザ界はもとより、実務においても批

判の芦が挙がヮている c 例えば、ーじ暁光(中央政iJ、委員会研究中処長)は厳打

だからといって犯罪の社会危合性が大きくなるというロジックには根拠がない

と批判 1一る(，関於我阿刑事政策的経個問題」検察業務指導2003年4則11-12

貝)れまた学界におしミても、例えば顧官栄・遊海東は"厳才J，の重きにかつ速

やかには、同当ド民罰、量刑の前後ギ 致を招き、事什処理の~を軽視するのみ

ならず、厳格な法律執れからも;五献し、罪刑均衡原則に作り、司法の公正に作

る」と批判寸る('20イ|来中凶刑事政策的回顧与制究J'刑法学丈集 (2003)，，1 899 

頁ハ
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そして、「形勢は容観的に有在しているものであるが、形勢の著し悪

しを制察・評価するに斗たっては、人々のIr場、観点およびみ法により

民なり、結論が民なることは 4市であ(る)J <:-l~' という指摘が示すように、

「形勢」は同断によって導き刑される。それでは誰が「形勢」を判断す

るのか}それは党である。このことは、「ある行為の社会危害性が犯罪

の秤皮に迭しているかを決定するには、刑事政策の指導から離れること

はできないu 例えば、刑i1、規定が包析的な楕成要件であれば、その具体

的内容については刑事政策が形勢および具体的状況に応じて確認するほ

かない」問、 'JIUi.丈は懲罰の子段を用いて犯罪と闘争する重要な法律で

あり、その内容は必「階級闘争の形勢を正碓に反映し、社会政治、経済、

主化的生活のニーズを反映し、党の)j針 政策の要求に従わなければな

らない」川という指摘から読み取れよう c

以上の盈川論によれば、 J出:がU下の 'J巳勢」は見しくないと判附すれ

ば、それだけ量刑を重くしなければならないことになる:，35
1 その結果、

これまで社会危舌牲が小さいために犯罪とされてこなかった行為も犯罪

とされ、また従来から犯罪とされてきた行為も、より重い汗IJ罰が利され

ることになる。そして、「形勢は任務、 h針、政策を決定し、刑法の適

用は必 F方針・政浪の指導に従わなければならないコこの道岬はわりあ

いはっきりとしている」ルというJ骨折から明らかなように、完;が判断す

るところの「形勢」は、「任務、方針、政取」により示きれるつ

このように、党の形勢判断により量刑相場が変動することが、理論的

に正当化されているのであるコこのことはとりもなおさず、主!と判が党の

i邑貝となるべきことが、 I11I法理論に組み込まれていることを小していよ

かかる量刑論が中1'.1刑事百j法の実践に極めて適合的であることは、こ

間 l f f鳳林「ぷ論刑罰地用ワ形勢(上)J 政法言紺~199:j年 5 則311頁

川間長智「μ向共同基本町IJ事政策」超来志等・前崎注 (27)728。

:34) ょμ生「適巾刑罰う適応形勢Jil、学研究1981年行則4頁υ

川1 ここでは、治安の悲1tに刈しては重罰化をもって臨むことが当然の間抗と

さオし亡いる

川l 竹i要森 京作膏「論懲緋与寛大相結合的基本刑事政策」法学叫究1981年

3期10-1lR。

北法58U. 3(1) 361 [130] 



ー込 門

i附，，'己

れまでの考察から明らかであろうハすなわち、「長期にわたり、治安形

勢。〕世し悪しは一貫してわが|川の司法実務において量刑の軽重を決定す

る根拠となっており、治安形勢が悪化打 Lば、必扶的に『肢打運動」と

「専I且闘争』カ叶需り Jl、げられ、「重きに従う」が政策化されている '::3，)

という指摘が示すように、厳打はまさにその現れである。

5.3 厳打の賛否をめくる論争概観

本節では中岡の刑事司法当局(し追わゆる[官方]、以ヤ「当局」と呼ぶ)

および学界における厳打の賛す?をめぐる論争のA，j立構造を整理する υ こ

こでこうした作業を行うのは、法に従い重きにかつ速やかに打撃を加え

るというスローガンが示すように、裁判が道具になることが厳打の本質

的特徴であるため、本論争の検討を通じて、以卜に見る符論者 .~5tの裁

判観を問J長的に映し出すことができると考えられるからである υ

厳打の賛白「をめぐっては、中同の学界において90年代後半から徐々に

ii Uを集め出したυ83年敢打開始時には、厳打を正面からず?定する見解

は公の場では展開されなかった閣が、今日においてはこうした見解も

公の場に較場しており、厳れの賛台が学界の 大論点となってし、る。こ

のことを示すように、巾国法学会刑法学研4光会では、 2001午に厳打その

ものが、また2003年には般れを含むJI'I11政策が年次大会のテーマのひと

::-17) 胡雲騰『存可応 化叶l草木珂論研究巴(中国検祭出版社、 2ωo年)2l1i頁け

なお、著者は|叶時に「しかしながら、わが回の如何なる刑事立法i正当におしミて

も、思い治安形勢をもヮ亡亘きに従っ亡量刑する恨拠とする丈弓は見あたらず、

さらには市きに従って死刑を地出する根拠とすべきとの記述は存在しなし冶」と

折摘し、「形勢」を量刑事情のひとヮとすることを批判する一

:31)) lillきにかつ速やかに」の方針に対する批判の芦は、当初からあったとい

われている。すなわち、 '198011、彰真ICJよ、は復職してすぐに、はっきりと重

大刑事í~:Wには法に紅い重きにかっ辿やかに懲らしめる方針を実施しなければ

ならないと提起した口理解を不きないliij，よもおり、ひいては T四人の共並党員」

の名誌で党'1'火に f紙を送り、法に1;tl、重きにかっ辿やかにに反対した」と(劉

復之「ι厳打"此是専政 記小半|司志士J'散打"1内戦略決策J'検察年鍛(1992)• 

3fO しかし、 90イ|代目Ij半までにおいて、こうした厳}I台定論は、厳}J支持

者がそれを批判するために持ち出されるものであって、否定説が向己の議論を

民間するためのものではなかった

[l:llJ 北法;)8(1<1叩 )3以)
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つとされた川 c

本論争における各論者の下張を、筆者なりに整理すれば、 Cu白定説、

③!ぇ省高tおよび③存定~}fに分けることができる(巾固においても 3 つの

説に分類されている{仰が、ここで「竿者なり」というのは、芥論者の

論旨の理解・整理が、巾国の論者のそれと異なるからである。例えば、最

l士J枚。)，，"1伝子一ム「厳HJ刑事政策研究課題組(以卜、「最l旬検課題組」

とn'yぶ)は各説の論円を次のように整理するυ よなわち、肯定説は、厳

打には問題も存在するが、それよりもメリソ卜がはるかに大きいとして、

引き続き厳打を行うべし、とするυ 析京説は、厳打については基本的に

白定するが、厳栴に法lこもり通事件を処士唱していない、警察・検察・裁判所

の台同事件処理などの問題，白を指摘する):))子?定説は、足立打は犯罪闘争

の法WIJに違背しており、 般予防のみならず特別予防にもマイナスであ

り、しかも人権侵吾を引き起こしやすく、マイナス面が顕著である、と J

しかし、この整叫によれば、自定説と折衷~R.に大井はないと考えられ

る。実際、厳打に問題はあるが、基本的に厳打を肯定する，凸について、

阿説は 致している。また、絞に明らかにするように、今日におい亡は、

厳11の実践において牛じた問極を是11し、厳れを修11していかなければ

ならないという占でも同説は共通するのつまり、上の整用によれば、両

説の聞に質的な相違を見いだすことはできず、そのlズ目IJは批判!の秤皮の

差にすぎない。

しかし私見では、最高検課極組の整理によると折衷説にカテコライス

きれると日きれる論者の中には、どのように厳打を修正するかという占

について、 tii:己説とは異質ので張を展開する者がいる U すなわち、 II止

説は基本的にこれま-eの政打の維持を附える。これに対し、いわゆる折

川 c刑U、学主集 (20111)_、，jflli1、学丈't(200:J)，参照 J

山内l 中困の学界における呼称は統ーされていないが、内界はほぼ共通している口

例えば、遊偉および詩jJ，易実は必山定説、 (2)反省、説、 Gu反対説に分け、最而検が

組織した調子午チーム rc散打』刑事政策研究諒題組」は①肯定説、@折点~~、

、3)否定説に分けている (~ft寄全編 ι厳打"政策的理Jfui与実務I ('1'同検察問版

社、釘)02年) 247頁 L遊偉・謝 I~夫執筆)、課題組，..版打"汁IJt，政策研究J 0t 

t¥1州l・謝鵬税烹編『中b:I検察(わ4巻) 刑事政策与証拠規則 I (中凶検察

問版干十、 2004年) 79-80頁参照。
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点*の巾には、表而的には厳打を支持しつつも、その修正プランにおい

ては、これまでの厳+1を C，目抜き」にする、全く異質の「厳HJを提案

している論者がいる、それは端的に般打から「裁判=道具」の典型的表

れである「重きにかつ速干かに」という内容を排除しようとする。これ

が本稿で以省説と呼ぶ王張であり、その論旨を単純化して表現すれば、

これまでの厳+1を反省して、換骨奪胎をl文|ろうとするものである。

ではなぜ、以省説は「面従腹fT」ともいうべき凶りくどいやり方を採っ

ているのか。それは、政治運動である厳打に対して正出切って異を唱え

ることのリスクが大きいと認識されているからである c 日く「羽杭の厳

打について、私は本音をいえば、異を唱えることはできないが、それを

支持していない」刊と υ つまり、反省説はいわゆる「政治的配信」から

厳打反対を直哉的に表明しごいないだけである。 広告、説の表現は台定説

とは異なるが、厳十Tに対する態度に質的な遣いはないc そして、このよ

うに白定説と反省、説を区別した場合、白定説は実務および学界の 政

治的プレッシャーのため、それが本内に多数説であるかは別として表面

的には 「多数日見」になるものと円きれるつ以下では各説の代表的論

者の-nRに則して論争を検討する。

5.3.1 肯定説

本説の典平l的な主張は、 S:i-ff厳打を総括 言|悩するj品揚土編 J巾固刑l

Tト政策和策略問題J{42jに見られる。なお、請揚は現最高裁所長であり、

41) r刑事政策枚討 :J5頁(山新久報告「厳打的刑事政策分析」についての質

疑応答における梁恨林のコメント)。また、 l このように重!~な凶不政策に対し

て、苧界的研究はあまり多くない(このことは丈吊の教訓と関係がある。主化

よ革命という災難におしミて、数え切れない無実の者が、言論のために「反党、

反社会+.去、反#命1 のw名ないしはその他のでっち|げられたザ名をかぶせ

られ、迫害を受け、昨禁され、ひいては殺害さjしたりこうした悲惨な経験は、

数代にわたるイ〆テリゲンチアにぬぐい土ることのできない恐怖感を栴え付

け、そのため、 tわ白問題に関わることを恐れるようになった)J iカッコ内は原

文脚注部分)という I~J商もある(正明亮 I J)1実基礎与理'11]，.，ttJ，弁。日厳打刑事政

策J ' 刑事政策検討巴 208頁)ハ

同 l 薪拐主編『中固刑事政策和策略問題巴(法律山版礼、 1996年)lSfì、 174~176貞}

[l:J:1 J 北法;;8(1. 3;;8) 3;)8 
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山版当時は司法部長であった}

|日i吉は、 83年厳-11およびその後の厳れの実践から見て、「犯罪とは存

粧の消極的現象の総合的以映であるため起伏はあるが、この方針(厳打

を指す)が故!止執行されているときは、犯罪情勢は抑制されており、犯

罪のリバウンドの範囲・程度も小さいことは事実が証明 tるところであ

る」とした kで、「これが'"全に 11 しいノポ十であることは実践が証明す

るところである」とする c そしてお年厳打を振り返り、「社会治安に白々

しき危芹を及ぼす犯罫者に厳しく打撃を加え、社会治安の異常な状態を

転換させるとともに、その効果は社会治安削復の範囲をはるかに超え、

政治、経済、社会、思想、などの多方出・領域にわたり、積称的作用およ

び深速な影響を生み出した」と総抗した上で、その「結極的作用および

深遠な影響」を以卜の 5点にまとめる。寸なわち、人民のために芹を

取り除き、億万の人民大衆の支持を獲得したこと、必重大J川雫犯の気炎

に打撃を加え、不安定要主主を取り除き、生産力の発展および経済連設に

プラスな社会環境を創造したこと、必人民大衆の;Ìl~â主性観念を強化した

こと(半IJ決宣む大会、曙談会、展覧会などを通じた法制教育)、④犯罪

者を震掠させ、不m分了に警告を守え、大量の非行少年を更/十させ、犯

罪の発生を減少・予防したこと、③政法隊伍を鍛錬し、法制建設を促進

したこと、であるコ

このように同書は、厳打の積椋而のみを論じ、;両根両については司令じ

ておらず、ヰ1辛の訂正説であると位置づけることができる c

しかし、厳打の消椋而に円を向けないこうした論調は、 90午代後半以

降影を潜め、実務家の多くが厳れの問題点を1~抗するようになる。 例Jえ

ば、貴州省高裁所属の鄭偉・張{t!昌・陳丈全は次のように論じる f品、

すなわち、厳-ilを長期的に時持L、厳れを土台として社会治安総合対策

を行わなければ、国家の安定と秩序を維持することはできないっ他方で

中川は WTOに加盟しており、また何|際社会にとけ込むためには、厳-il

においても罪刊法定j阜、則、無罪推定原則、人権保障原則を堅持しなけれ

ばならない。そのためには、厳-ilの実践において牛じた次のような問題

川 j 郡偉・必倍、昌・陳主全「論新時期的 i尉打'方針」貴州警官職業学院学報

2肌)2年 3~月(じNKl) 14良以|口苦省宇がおと刊J同であるかは不明である口
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を足正しなければならないc それは、 O)r:去の村L内で敢打を行うこと、〈三)

厳-11期間中は重きに従わなければならないが、一律に最ltJ汗IJを科すよう

に、刑法所定の加重減艇を無侭Lてはならない、 O);I主ャかにを追求 tる

あまり、子続を怪祝してはならない、政法委員会による事案内1決のぷl

整はピ、要であるが、過民に多用 Lてはならない、また合同事件処理は絶

対に行ってはならない、などである "44)

また、学界における本説の支持者に Uを移すと、例えば中国刊事訴訟

法学の重鎮、陳光中は;くのように論じる (4.:;i 厳打と戸l法の公正には、

確かに相|互対立の 面があることもす?定できないu なぜなら、厳打はつ

まるところ、犯fl1抑止を主な円楳とするものであり、犯罪抑止と人権保

障の聞には天然の矛盾性が存存し、法が被疑者・被舟人に賦守した台法

的権利は往々にして、被疑者 被白人が技杏・訴追機関に対抗して訴追

を逃れる活となり、よって、犯罪訴追の効率および効益を上げるために、

弁同は犯罫への打撃力を強化するときに、往々にして被疑者、被告人の

権利に 定の制約を加え、子続正義の実収に 定の消極的影響を守えて

いる」。手続的公正についてし、えば、例えば事前介入、共同事務処皿、

被告人の弁誇権の市IJITb!などである。また、実体的公 11においても、誤干IJ

の口j能性の増大、祉拠が網羅的でなくなること、祉別基洋の引き下げな

どの問題がある。しかし「たとえこのようであっても、私見では、厳正i

に 定の欠陥があることを坪111に、厳打の存在の必要性を再定すること

は不叶である。その理由は簡単である。すなわち、安定した安全な社会

秩序は社会が存在する前提および蒸慌であり、また州人が生存ナる前舵

および基礎でもあり、公;ぶした社会秩序を欠くと、社会の存続および党

展が困難になるばかりか、!Ii民{何人も生存・発展しがたいからである」

と。また孟;慶牛も|口l十五に、次のように論じる。すなわち、 cr厳f1 I の重

要な積極而は、悪事の限りを尽くし、危害が極めてλきい多くの刑事犯

什 j このほか、劉敏「時論斗前“以lT"闘争的適時性日必要性」青少年jU:)ド問

題1996年5朋 (CNKI)16頁以下、黄伴青「“厳打!刑事政策的掌握ワ運刷」政

治与法律初日1年6期238以 l' l'庁者は上海市両裁所以)なとも厳打の問題点を

指摘ナるが、結論としては厳打を支持 j一るυ

:，15
1 I辿光中 l厳jJ与司l法公辻的幾イ問問題」中凶刑事法雑品200211'-2 期 5~G 良 η
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を法の網に入れ、犯罪苫の増長する気炎に厳しく打撃を加えることであ

る。他占、 T厳-ir，の消極山、すなわち一山的に「厳HJを強訓するこ

とは、人権保障にマイナスであり、また刊I去の公正さを損なうなどは、

司法実務における不当な干り五であるが、避けがたいものではない。 し

かも、『肢打」の消極而は積極而よりもはるかに少ないJfGIとc

このように、近吋の本説は、人権保障や公11といった価値の山でのマ

イナスを認めつつも、厳打がもたらす五際的利益(治安の凶復・維持)

が大きいため、それを白定していると把摂することができる。すぐれて

功利王義的な発想であるといえよう。こうした思考様式を反映し、この

立場から展|制される修正プランは、百l法が厳nに参加寸るという「主主

にかつ速やかに」を存;にするものではないc 例えば、警察首脳は近年、

厳打改菩のために '4つの転換」を打ち附した。すなわち、主J胤慌につ

いて、広範囲にわたる統 的行動から、細分化した地域毎の特別行助へ

の重点ンブト、②方式について、集中的統一行動からルーティン・ワ

クでの取締りへの重点シフト、③子法について、人海戦術に依拠した野

政図連常から、科学的子段に依拠した長期的効米メカニズムの樹立、お

よび基本業務[基礎 l作]強化への転換、ぬ成果評何について、数字の

ために法を伎ろに寸ることを|坊ぐために、量的指数から質的指数への重

点シフトである 47
1 つまり、 (1)対象地域の限辺、(玄l厳}Jのルーティン・

ワーク化、(~)基本業務の強化(社会治安総合対浪につながる)、④「従

主従快」と「依法」の統 、である lぬ c こうした警察首脳のノ日|転換の

背景には、成打は犯罪の対抗療法にナぎ「、これまでその除に隠れて見落

とされがちであった犯罪下防(その具体的施策は社会治安総合対策)こ

46jJC長不「“自予打"闘争的介nJ1.思考」液恨林 娠す宇ーは同 l刑事 体化的本

体灰間J ¥法律山版社、 2003年)お7頁。このほか、七煉羊「官、法専政相仏法“厳

打" 宇留郡小平法市11埋崎町」体会」法J子1996年8期28以卜、奨胤林「JU般

打政策」公安研究20m年4則66-67頁なども同旨り

山劉学剛い6厳Jr"Wf 1'-El0遺憾」瞭望新聞週刊2003イ1:32期(じNKI)，171司。

相 j 同様の見解とし亡、手双共「福建省“以打'工作詞研報告J 1[ 1 同刑事il;~'f

14、2002年2期94貞、全誠「内論“厳打的属n定位与価値分析」江西公安専科

守校J子.Hi2002ザ2期J(CI¥KI) 30頁、+.禄維「自l新発展股lT思想伴保社会長

治久安」公安研究21111:)年II期27~2お頁などがある}
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そが犯罪の根治的法であるという刑事政策論上の発想、の転換川がある。

5.3.2 反省説

本説。〕代2史的論者である陳列Iミ(北京大学教授)は、次のように指摘

するcすなわち、「法に従い重きにかつ速やかにの政策の提起・元1匝は、
わがいl刑法を重罰イヒの流れに置いた。これは当時の社会治吉ての緋持に

定の積極的役守IJを果たし、犯罪の発生半を滋ばくか減少させたu しかし、

社会治安についていえば、刑事的鎮l土は結局のところ対症療法にすぎ F、

松治ではなく、松本的に犯罪を生み出す社会的|壌を取り除くことはで

きない。 しかも、あのとき社会治安の恨本的好転という月標を提起した

ことも、今から振り l豆れば、反省に伯する c 事実、社会治安について努

力すべきは動態的な均衡である c 犯m:活動が社会に動告しをもたらさず、

社会の変輩と発展の活力がなお維持できてさえいれば、社会治安は基本

的に正常であるとみなすべきである。他方、恨本的好転は量的な具体的

基準を欠くとともに、実際的ではなく、人々の王観的願望にすぎないじ

法に従い重きにかつ速やかにの刑事政策を実施してすでにI叶つよ上経っ

ており、理論的にこのIJIJ11政策を反省する時期であるコ代々の与えでは、

法に従い草きにかっ迷やかにの刑事政取はすでに10午以上天施してお

り、 3との成果を得たが、理惣的な犯罪対抗の社会効果を達成しておら

:4UJ 先述 ¥2.2.1参照jのように社会治安総合対誌は1979年段階ですでに打ち

出されており、また中共中火・凶務院 1+十公治昔話綜台治理的強化に悶する決定」

¥1991年2月19日) ごは「わが阿の干十会治安問題を解決するための仮本的な日

路J(中共中火丈献耐究室編『十 ん以来主}ιι献選編(卜)， ¥人民山版社、 1¥193

年)HH頁)であると併置づけられたが、そのための諸施策の実別はl呈れてい

た口例えば、北京巾中心部におしミて警察Hによる街頭パトロールが止式に開始

したのは1995-{jのことであった(張映秦・組凶1令主緬ョ当代中We0犯罪与治理』

(北京大学出版社、 20IJI年)71頁参間).しかし、近年におい亡は事祭円脳の

みならす、中央の政策決定省も担会治安総合対策ir'犯罪対策の根本的情置であ

ると強調「るようになっている。先に指摘したように、 01年加え打に「整治」が

什け加えられたことはそのよ正芹である (4.3.1参照入また、 2(川2年に中共中央・

円務|沈「社会治ρ、綜介治理のさらなる強化に|場する決定J (9 H 5口)が附さ

れたことも、その衣オしであるつ
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ず、適度に調整宇べきである η この調整の方向は、経罰化であ(る)J却 l

と。つまり、厳れは実|祭に犯罪率の低卜という成果を挙げたが、厳れに

より重罰化が進んだこと、および厳打は対症附法にすぎないという消極

自が指拝1されている c

また、最高検課題組は次のような問題点を指摘ナる。すなわち、「暦代

の T厳HJにおいてはまた検討すべきいくつかの問題が露わになったc

例えば警祭・検祭・裁判所の台同事件処理J厳打』を 面l'自に強調し、明、

に従しV をあまり重視しないこと、一部の地方では「厳打」を絶対化、

単純化していること、 部の地hでは社会治安総台対策活動が根付いて

おらず、打撃を加えながら犯罫が生じている状況であること、「厳打」丹IJ

雫政策と{白の川雫政策との調牲が l分になされていないこと J引である。

このほかにも次のような問題点が指摘されている(白定説と重複する

ものが大Tであるが、煩を版わず挙げておく)すなわち、「克; 政府指

導者が砕けTJの成来を顕示するために、現実を顧みずに勝子気ままに

ノルマを課し、任務の負担を重くし、犯罪の法則を顧みずに検挙件数と

検挙期限を融通なく定め、一部の末端の司法部門は対応に疲れ、警察力

の不足、経費の有限性、装備の Jち後れなどの原附も加わり、 7F件処理

において訴訟子続を軽視し、ひいては拷聞による日自の強要、祉拠の進

法収集を行っているところもある」 f5二¥「政法機関の如何なる法律執行

活動も、法的恨拠がなければなら「、これまでのように l運動ではない

運動』を行い、気勢を主主き上げ、違法行為・犯罪者を震憾させるために

73E的に大量の人を捕まえ拘束し、ひいては l蒸し返しJ [1口|頭肴]、大

規模な「公開勾制』、「公開判決'13'告』、市中引回し、死川の集中執行な

どの非丈則的なやり方を徹夜的に改めなければならない」川などであ

川j 陳興I~ r刑事政敏伺肝巾的刑罰結構調坐J U、千石庁究1998芹 6 則50~51頁。

なお、こうした考え占は、高銘喧回目民興艮「向刈市場粁済的刑法学附究」俳.'ll，

漁 単長江主禍 l市場経済与刑U、 1993年刑法苧術討論会論文集I (人民i1、
院山版社、 1994年140-41頁で「でlこ不されている

心課題相， 8'Jj国7千(，10)828。

l立 J 陳興l:tr'尉打句中川和J掌握刑Tト政策J '厳打中的法律日政策適用巴自4頁。

I却下街強 'W，法治的精神指導 l厳tJ"J遊倖主編『華東刑事司l法評論(栴 5巻)， 
(iJ、律出版社、 2C均年)12頁乙
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こうした問題認識に某っき、反省説は厳+1改造プランを提がする。そ

れは次の 2パターンに整理することできる。 tなわち、 1I1'従重」から

「従厳」への転換、および(2i厳+1のルーテイン・ワークイヒである。

(11 従重」から「従厳」への転換

最高検課題組は、先の問題認識に基づき、厳打を[依法従主従閃か

ら[依法従厳従快]に改造しなければならないとし、次のように論じる ::;41

すなわち、これまでの厳打の実践から見て、「重きに」について次の 2

占の記"鮮が生じている c ひとつは、「重きに」を主主罰主義と混同し、厳

打則においてはできるだけ重い111)罰を科すc もうひとつは、判決におい

てのみ「重きに」を行い、刑事手続の名段階における厳情な法律執行が

粁視されているしたがって、技々の考えでは、 '1ft童』を「従厳』に

制整した方がより適切である c従厳」の某本的内容は厳しい打撃と厳

格な法律執行である」と c なお、ここで、「従長」とは主に以下のこと

を指すっすなわち、検挙キを上げ、犯罪増加を抑制.JL、予防措問を強化

し、人民大衆の交全J惑を向上させること、および¥'/索、捜査、勾料、起

訴、法判、執行の各段階において法律を厳格に執行し、誤りや遺漏を|坊

ぎ、 111)11司法の公11性を保障することである。

つまり、この改1圭プランによれば、析しい厳打のl人I容は、厳打期に豆

く処罰することではなく、行政による犯罪汁策の強化、および法の徹底

遵守ということになるつ他方、司法の厳打参加の典型的現象である「重

きに」については明確に台にされている。これは、「重きに」が「刑事

司法の公正件」を損なうという認識に基っくものと読める。他方、「速

やかに」については、法定期尚内に「着実」および '11伴」に迅速に犯

罪事'丈を明らかにし、正しく法律を運用し、犯罪者を懲らしめなければ

ならないとする。

これに対して、倍l長軍は「法に従い重きにかつ速やかに打撃を加える」

厳-11を「法に従い集中的に打撃を加える」厳れに転換すべきと七張とし、

日 j 課題組・前拘注 (40)J:l8頁。このほか、高維倹「当前犯罪動態変化iE.'1恥

ね"決策的主止~，1kf!ðJ 青少年犯罪問題1996年 5 周 (O](I) 18員以「も|叶旨c
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厳打から「重きに」のみならず、「速やかに」をも取り除く一川。すなわ

ち、「刑事犯罪へのjJ撃はどのようなときであろうと、また誰に対して

であろうとも、刑法および刑事訴訟法の規定に朕格に照らして、統一的

かワヰド等におこなわなければならず、(量刑l卜)厳しくなったり緩やか

になったり、(訴訟手続上)迅速になったり緩慢になったりしな1.， 'J (カッ

コは原文)と。他占、「集中的打撃」とは、これまでの厳れでも行われ

てきた「統 行動」を指す J しかし、ここでは「重きに」と「速やかに」

が取り除かれてしミるため、「集中的打撃」とはいえども、これまでのそ

れとは具なり、行政領域に限d尤された 汁取締活助ともいうべき内科と

なる。このように「従厳」への転換の主張は、「統一的かっ干等」な法

地用を追求としており(法的安定性の追求と言い換えることができょ

う)、厳打が裁判に影響することを台定する。

i2) 厳打のルーテイシ・ワーク化

これは元々、儲t}U柄(北京大学教授)の次のような議論を論拠として

いる í~6ì れすなわち、儲悦植は刑法典改正の議論において、「厳」と「同」

という 2つの概念をJIJい('厳」とは、川法規範が判11併であることを、

また 1);耳」とは、刑罰が厳しいことを指す)、現在の刑法は「属而小厳」

(重罰だが規範は判11'併ではない)であるが、 JIII法は「般而不属J (規範

は細密であるが罰は豆くない)であるべきと主張したっそして、なぜ「耐え

而不寓」でなければならないかについては、次の 3)片の理由を挙げる c

CUjflJ罰の円的っ大多数の者を改造ごきるという立場に立てば、「必然的

にJIII罰適川による犯罪者の改造を重視することになる。改造は罪を認め、

法に服することを前提とし、誌に服するための条件は罪刑均衡である、

したがって、刑罰は適切なものでなければならない。特別予防は決して

般予防の子段ではなく、 般予防は特別手防の必然的結果である」ο

②功利手義的発怨。ま「、刑罰1の犯罪抑制作川には限界がある。また、

珂 l 同比半'1骨否、成本与制度安排 厳守」的制度経済学分析Jr刑事政策検lた

306-307頁己

〔お l 儲地植「厳而不問。為刑法修訂設計政策思想J 1日;J i刑事一体化ワ関係刑法

~~û ~ (北R大''y，WI版社、 1996年)305:R>:(1。
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犯罪半には人為的要素(例えば窃盗について、犯罪として処断する績の

出低により犯罪率は卜卜する)があり、低ければ低いほと、良いわけでは

なし、。最後に、「打撃力不足」は、刑罰が軽いことだけではなく、犯罪

として処断すべきを処断しないことも含まれる。したがって、長期的な

社会効用を見れば、「属而不敗」よりも「厳而不属」がすぐれている。

③時代の趨勢。現代社会の刑法改*0)湘流は、非犯罪化および非刑罰化

であるコこれは犯罪原因論の発展、刊法の機能に斉lよる以省および社会

の現実的示誌によるものである c しかも、刑罰が重ければそれだけ良好

な社会効果が何られるわけではないことは、 古1;の国の川事立法が示す

ところである。

こうした議論に依拠しつつ、例えば劉f丈(中国社会科学院研究員)

は次のように議論を展|井lする c すなわち、「厳打については、犯~者に

重きにかっ速やかに厳しく打撃を加えると、 面的に理解してはならず、

政策の連続性の維持の卜で了厳1(11イ、属」を達成すべきである cすなわち、

常態的に各違法・犯罪行為を速やかかっ力強く処理し、ある特殊な時期

に、ある犯罪者についてかけ離れた懲罰を利すのではなし、Ji5i)とっ

また、 T映光(中央政法委只会研究室処長)も、でに次の 3.1.'J:の改造

プランを司令じる f的。①経常的打撃を断、打の主な形式とする{具体的状

況に基っきき集中すl撃的問Jを展開することは必些であるが、半時のナl撃と

予防に力点を回くべきである。「何度 J厳打」闘予を展開しょうが、主主

日劉i仁丈「州年版打 l口|顧ヲ!ぇ目、J 'サIJt，政策検討JI :-145頁υ このほか、民紹

融 IIR忠刑法 i最trh針 縫ぷ社会↓と治久安」鉄造主主't(高等専科学佼字報2肌)2

苧4却1(CNKI) 9、12頁、厳励「“刑事政策"山J埋性審読」 ト海大学苧報(千十

会科学版)2004年4朋 (C¥IくIJ 5頁以下も 101旨。また、陳興l'cも「厳巾不腐」

を支持する (C刑事法治視野中的nll事政策J I刑事政策検討 1111-112頁参l問。

{川上暁光目前掲注 (:jJ) 111-12頁りなお、中央政iJ、委員会研究半は2004年2

J J 161 1の『法制II!m，品上で l問於述、7健全厳れ 11常性 l作機制的綜台嗣町IW

告J (C以打のル テイン ワ ク化メカニスムの健全化に閲する総合的研究報

山J) を琵表したっそこで|司研究室は、厳むをルーァィン ワークとしなけれ

ばなりないと宇t長した 2 これは、この改造プランと同帳の議論のように見える

が、そこでは「法定の量刑の枠内で、法定明限内に-mきにかつ速ヘコかlこ」も捷

起されていることを看過してはならなし~同研究室としては肯定説にかつもの

とし通えよう A
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而的にはとれだけ盛大であろうが、 jレーテイン・ワークにおいて、社会

治安に白々しき危害を及ぼす犯罪者に意識的に法にi止い重きにかつ速や

かに打撃を加えなければ、形式主義としかいえず、 f肢打』方針の基本

精神に背馳することになる」。②訴追能力の向九ベッカリーアやレー

ニンによると、犯罪対策にとって重要なことは、「刑罰のきびしさでは

なく、刑罰の格実さである」、59;' また、近年の厳-ilにおける大京の不満

は、刑罰の厳しさが足りないことではなく、利刑jが迅速ではなく、多〈

の犯fl1者が法の細からi生れといることである。合会青Ij罰の干等性と厳粛性

の維持υU下の際立つた問題は、厳打期と通4市期において盈川が異なる

ことである。「これは社会主義的適法性の崎厳と統ーを指なうばかりか、

了厳Hclの効果にも杉響を及ぼし、社会の長期的安定にマイナスである υ

刑事戸l法の凡度を統 し、軽重のアンハランスに反対L、刑事政策

における公平と正義を実況しなければならないJc

つまり、厳打のル ティン・ワークイじを求める議論においては、厳打

期と通情期に取締り、科l川、手続のj日丁速皮に違いがあるのは{去の公正

性に反するとし、常に法に従い草きにかっ速やかに犯罪声を処罰しなけ

ればならない、とするのである州 U 般11矧と通常期に法j白川の手異が

あるのは公正ではないという点では111と同じであるが、ここではキャン

ペーンを行うことも白どされている。このようにこの議論は、司法領域

のみならず、行政領域においても法的安定問を追求しており、近代法的

思若隊式に且、っき (11をさらに予告辰させたものと依世つけることができ

る。

5.3.3 否定説

否定説はその下な論拠を功利主義的発加に求めるものと、近代法的思

日 l ベyカ')ーア(風早八十一 台十嵐ー某訳)r犯罪と刑罰J Iれ波胃病、 19:，8
年) 111B。

{川J ただし、前uIiで見たように、形勢により社会危害性が変わるというのは中

凶刑法理論の通説であるため、多くの刑法学長は、厳jJ期と通常期において孟

刑が異なることは、刑11、の公正性を慣なわないとする L例えば、馬克昌・前掲

注 (28) 234民、組司主L、・前掲注 (27) 6o民、組側寿漆日「論 i従主与刑

事実体公iEJ I ]JIJ;去'子丈集 (2001) 361:Rなと)れ

北法58u-:-w)) 349 [142] 
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考橡式に求めるものとに大別することができる c 最高検課題組が本説の

代表的論者として掲げた秤応需の議論:61)は、前者である。以いではまず、

その詩論を見るc

秤応需は厳-iJにはメリットだけではなく、デメリットもあり、後者の

方が大きいため、今後は般打を押え、社会治安総合対策に力を入れるべ

きであるとする。すなわち、そのメリットとは、つ〉犯罪者を震憾させる

効果があること、(2)科耳iJの確A長さをかなり実現できること、および③迅

速な科刑をかなり実現できることの 3点である。これらについては証明

する区、要はなかろう U

他方、厳打のデメリソトとは次の:i，9:である。(1)I戦役」というやり

hは、犯罪闘争の法目IJに違背する υ すなわち、特定期間に集巾して犯罪

に「打撃」を加えるということは、それ以外の期間においては犯詐への

「打際」が弛緩していることになり、犯罪増加→厳打→犯罪減少→弛緩

→犯fl1増加の悪循環に陥る c C~:X*罰は汗IJ罰の威嚇力を左右する社会倫瑚

の 1台を悩なうじすなわち、 )1リ罰は公平や正義といった社会倫理に台致

しなければ最良の社会効果を発障することができないれしかして、厳打

において主く処罰された者に対して、社会の公衆の中には非難するどこ

ろか、 CJ厳打」でなければこの事1'Jはこんなに重く処断されるは「がな

しりと I，'J情する者すらいる。このように本来ならば非難されるべき犯罪

者が同情されており、社会における法の権威に対する尊重が弱まり、刑

罰の犯罪予防の効果が大仰に判り日|かれる c ③般れは 般予防のみなら

「、特別予防にもマイナスである(反省説(21で紹介した儲椀植の談司令と

川慌の内容である)。

そして、紅応需はメリットとデメリッ卜を比較し、 CI厳打』のマイナ

スの効果は非常にはっきりとしており、それは「厳lJ， h針に内在ずる

問題が甫J芸的に決定Lていることである}令休的に児て、『敢打」はメ 1)"J 

「よりもデメリットのんが大きく、 時的な結果を得ることはできるで

あろうが、長期的な恨点に立てば、「厳打」は社会治安問題の根本的解

(;1) 干l!応需「透過“脱打"的手IJ弊伴うた、再看我阿]':!'t防犯:)ド的長期時陥」馬怯建

定衛忠王編ョ刑法王早論ワ司法認定問題研究， (中国検察山版社、 2001年)117頁

以れ
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i九に役立たないばかりか、社会全体の犯罪千防百|回の総体的実施にもマ

イナスである」と結論つける。

このように、程出需の議論は功利主義的発想に基つ、き、般打を百定す

るのである 6フ
o ここには反省説で見られた法的主定性や司法の公11 (独

立)といった発想は稀薄である。この志味で、設前の枠組みとしては肯

定説と軌をーにするものと伏置つけることができる。

他方で、近年においては近代法的思考様式をi1、の原理と捉えた上で、

厳打を正出から台定する議論がQ喝した〔以ヤでは、最も痛烈!に厳nを

批判する高起の議論を見ょう山ju その論拠は、主に〈民主治の彼壊、

厳打により生じる社会問題の 2点である川町

まず、(1)については次のように論じる J すなわち、"法に従い重きに

かつ速やかに」は司法機関に対して、日付TJJブロセスにおいて、「法に

従し汀でなければならないことのみならず、同時に了重きにかっ速やか

lこ」でなければならないことを要求する内これが、一方を立てれば他方

が立たないという論理的難題であることは明らかである υ すなわち、 II'J

法の謙抑性および人道主義が説く l判決を下さなくてもよい者は判決を

卜さず、死刑に処さなくてもよい者は死II'Jに処さなし川と「重きにかっ

迷やかに」が要求する l捕まえなくても捕まえてもいい芦を捕まえ、判

決を 1"さなくても l、しでもいい者に判決を卜す』、訴訟期限が要求する

()L) 割j華「論法定刑的地皮ワ協調l反則 :It評市川化説ワ軽升iJ1L~~J 政法論壇

1993{1' 3期91民も科応需に近い議論を展開寸るc

:(;:1) 古起「“厳打"的過去、現在ヲ未来」液恨林寺田前掲注 (46):-122頁以下υ

このほか、 i馬i有国 r"戦tJ'政策的理引分析Jr刑法学丈集 (201J1)巴 326~33' 員、

|丈π「“以jT"釈疑」社会2001!f日開J(CNKI) 46頁、蒋車部占川「“零占"

i J勤ワ公開逮捕質疑 兼論“厳打， n内弊端J H粛農業2003年3朋(じNKI)46 

Rなとも阿宵。また、 i栴二正平ー張超 r'厳打?的法埋Jデ:型、ど」人大研究1997年

3期 (CNKI) 10頁l}下も近代U、的思考様式に草づき厳打を批判するが、同町

に法と経済学の;，場からも批判を))1じえている(法と経済学の山場からの批判を

全面的に展開したものとし亡、ィ百七平 賀小平「“恥打"的J、律経済学分析」

関州人学学報(社会科学版)1!197年4朋 (CNKJ) o3民以 l、参H召)

山j このほか、社会治以tfT対策の重視かの声出に 1¥11ばれているにも拘らず、 III
実としてはそのための措慣が十分に講じられ亡し通ない点も論じてしミるが、最打

批判jに直按つながるわけではないと主えられるため、ここでは取り上げなし」

北法58U -:-347) 347 [144] 
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~ ;1生千かにすべきは速やかに、ゆっくりとすべきはゆっくりと」と r

律に速やかに」の闘の内在的矛盾は明らかに協訓・統一ずることはでき

ない。，法に従しV と f重きにかつ速やかに」の矛盾は、両|回経治から

市場経済へと転換する過渡期の今Hにおける、 11~去律主卜」と T法ニヒ

リズム」という 2つの価情観の深層における衝突であり、『法治』と r人

治」という IElil(統治策の苦渋に満ちた選択である 0 ・ー先述のように T法

に従しV と『重きにかつ速やかに』のIdV者の矛盾を調和させることはで

きず、実施を徹底させた結果は、当然に司法実務において存日がハラパ

ラに行うことや、法律執行基準の不 致であり、これにより法の公正性

と安定性が山々しく指なわれるばかりか、民衆の心にあるべき法の権威

を失うことになる」。

また③については、厳打R体にしかるべき公正性についての配慮が欠

けているため、以下の 3点の問題が生じているとする c まず、厳打期に

は人的資源および物的資源が集中的に厳打に投入きれるため、民事事件

の者理遅延を招く ((i-，'そのため、本米ならば民事訴訟で解決されるは

ずの矛盾が激化し、析しい犯罪が生じる(いわゆる[民転刑J(民事紛

争が刑事の問極に禿展する)の発惣)。次に、厳rJは警察・検察・裁判

所に相互協力を要求十るため、「主!と判所はそのしかるべき中立性・独立

性を放棄し、起訴ひいては捜丘段附にポ川に介人し、警察や検察院と共

同で犯罪訴追の権能を担うれ裁判官ももはや公正な裁判芦ごはなく、法

廷上の弟 2の検察官であり、しかるべき対抗・制約の法廷を失い、中世

の l糾問主義」裁判方式へと堕落する」コ最{去に、各地の肴守司iゃ耽獄

は深刻なlヒ只超過の問題に直面し、「監獄は犯罪者の教育・改造の梓能

を全く担うことができず、持、裸々な懲罰機構に成り下がっているJc

その kで、 cr法に従い重きにかつ速やかに』を内容とする T厳れ」は、

前:且的にも司法'土務においても、法治原則からの活離をはっきりと露半

しており、わが川において従来から危うかった法に対する伝仰が強い衝

撃を受け、深層レベルにおける法道具主義的思考を以映している」とし、

「わが|りの「現代イヒ」建設に直山し、依法治1"10))]針の徹底、法治1"1家

:n:)) この点については、 i馬ーヤ平・賀小平・前掲i十(出)56頁が十C'(.こ指摘して

いる η
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建設という長期的目標から、『肢打』がこうした暦史(の進民)に伴い

過去の遺物となることは必定である」と結論つける。

5.3.4 若干の検討

以上の各説各論者の王張を、それが依拠する思考様式に基つ3整理す

ると、以十のようになろう c まず、実務およびq:界の「多数説」である

肯定説は、功利主義的思考様式に依拠するものであるc また、芥定説の

程応宵もこれにあたろう。他方で、反省、説と台定説の品超などは、法的

安定性平司法の公正性ないしは独立に基づき長打を批判していることか

ら、近代法的141考様式に依拠するものといえる。

それでは、功利主義的思考様式に依拠して足立打を肯定するということ

は、裁判のあり方について 体どのようなことを意味するのだろうかc

それは端的に、裁判が、思考様式における日的二子段モデルの子段と

位置づけられていることを立l味するものと考えられる(ここで「日的二

手段モデル」とは、「 定のけ的を実収するのに最も効率的な子段を選

択するという、功利主義的考慮に基づいて決定を正当fじすること」を指

す川んすなわち、先述のように汁定説の論日は、人権保障や公 I1といっ

たイ山値の而でのマイナスを認めつつも、厳打がもたらず実際的利益(治

公の回復 維持)が大きいため、それをiJノじするというものである。こ

れは、天際的利益(日的j を獲得するために、悩値の而でのマイナスを

託、ぶしながらも、「最も効率的な干段」として般U(干段)を選択して

いると解釈 tることができるコ fなわち、これまでの厳打とは目なる選

択肢があることは、反省説の議論から明らかであるコしかし、 îîji~~見の

論苫にとっては、 INHJでなければ治安を|口|復・維}'1'することはできない

とJ('lj岸されている。この I.r:cは、口定説の「厳れを長期的に間持し、厳+1
を土台と Lて社会治安社、合対策を行わなければ、国家の安定と秩序を維

持することはできなしミJ (郷件等)、および「厳+1に 定の欠陥があるこ

とを理由に、般打の干了在のピ、要件を予平定することは不当であるつその理

由は筒半である。すなわち、安定かっ安全なj十会秩序はj十会が存在ずる

前提および基礎であり、また何人が生干ピナる前提および基慌でもあり、

l川 J 問中成明日、珂学講義， (有斐悶、 1994年) :-l19頁μ
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安定した社会初、昨を欠くと、社会のイT続および発肢が困難になるばかり

か、市民個人も牛存・党展しがたいからであるJ (隙光中)という議論

から明らかである}つまり、肯定説にとって肢打は日的元現のための最

適解なのである。自定説。)議論は、まさに目的二千段モデルである。

そして、 U的=手段モデルlこjj(拠して敢打が正当化されるということ

は、その一安本である厳-iJにおける裁判]のあり hも、目的=手段モデル

により正引じされるということになる u つまり、裁判のあり方は、法的

安定性や戸l法の公正性(独立)ではなく、どれだけ円的実現に役立つか

という思考様式により決定つ、けられているのである υ こうした厳打正、円

化のロジックは、端的に裁判が道具と認識されていることを :~:I床してい

るといえよう。

5.4 章結

本部冒頭でおさらいしたように、政策決定者および裁判所長といった

指導的地位にある者の脳畏において、裁判は「重きにかつ速やかに」の

指示を遂行 tべき道具と認識されているコそして、:1.1および5.2の検討

から明らかなように、こうした認識は法および法理論の山今場でもあると

考えられるの

また、 5.3で明らかにしたように、実務および学界の「多数説」が般

打を支持していることからも、「主!と判=道具」の認識がペ丈務および学界

に深く叔を張っていることを確認できょうししかもこの釈は「政治」に

守られているのであるつ

ト五|家目的を積極的に実現する作JIJ、それは二権分;， においては行政と

呼ばれる作用である 'li7;ハしたがって、巾固で「司法」と呼ばれるとこ

ろの裁'['IJ[審'['IJl作川は、西洋近代法における行政にカテゴライズされ

ることになるハそしてこのことは、中国においては司法が行政から分離

しておらず、両者。〕闘に質的な相違がないことを意味していよう。

なお、「裁判=道具」の認識について、政策決定者、実務家および法

学者は一枚むのように見える。しかし、実際はそうでもなくなってきて

いる c このことは、量刑諭における五暁沿(中央政法委員会研究五処長)

"汀J 問中・前掲注(19) 5頁〈
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による厳打期に社会危害性が大きくなるという道理はないという批判

(5.2参照)、ならびに厳tJの賛台をめぐる論争における反省説および合

定説による厳打批判から明らかであろう}これらを裁判のあり方をめぐ

る認識凶における変化の兆しと伶置づけても差し主えなかろう。

6 '裁判=道具」の構造

前章で指摘したように中同において裁判は道具であると認識されてい

る。とはいえ、認識がただちにJJ!実のものとなるわけではない。そこに

は何らかの仕組みが小IIJ欠である。裁判を道具たらしめる仕組みである c

それが本半のタイトルにある「裁判=道具」構造である u 本草の課題は、

この構造を明らかにすることである。

この課題に迫るため、本￥ではまず、先と裁判所の関係、上級裁判所

と卜級裁判所の関係、および裁判所内部における裁判所指導者と個別具

体的事件の議理をf日う裁判下?の関係に有リして、これらの関係における

「持判二道具」構造を明らかにする。しかる絞に、政lifと裁判所の関係

をよ与察したよで、「裁判道貝」構造の全体像を事是ソJ、する。

以下では>>(の順序で論じていくつま「、どのような人物が絞判の担い

子である裁判J'cになっているのかを明らかにする (6.1)。次に、法的決

定の形成プロセスをめぐる制度を素材として、裁判が道具とならざるを

得ない市IJ皮が築かれていることを明らかにする (6.2)。そして、この構

造の連常を安定させる潤滑油を検討する((i.:3)。最佼に、政府と裁判所

の関係を明らかにした上で (6.4) 、「裁判J~道具」構造の全体像を提小

する (6.5)。

6.1 裁判の担い手一一誰が裁判官になるのか?

本節では、実際にどのような人物が裁判官になっているのかを検討す

るハ裁判の担い子たる裁判令の人物{訟を別らかにしようとするものであ

る。こうした作業を行う理由は、端的に、裁判!のあり hを撚る卜で裁判

宵の人物{訟が極めて重要な資料となると考えられるからであるつ

lユ卜ではま「、法胤定から見た裁r-1J1'lの伴川条件から、裁判l官になる

ための資格をまとめる。しかる後に、巾固における論説、五批判宵募集時
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の実際の!Jt;券条件および最高裁の方針から、誰が裁判宵になっているの

かを{手かびトがらせる。なお、裁円l官の干名:免は全川統一的に行われるの

ではなく、各地方で行われる(詳しくは後述6.3.1参昭)。

6.1.1 裁判官になるための資格i1)

79年裁判所法 (54年法も|ロiじ)が定める裁'['IJ官のf干JIJ条件は、選挙権・

被選挙権を有する満23歳以上のdJ民(ただし政治的権利を剥奪された苫

を除く)、という 1点だけであった (3.1条).法比定人政治的権利を剥

奪された者を除けば、誰でも裁判'r;になれたのである c

この点、 1983年に改正された現行法は、 3.1条lJ4に k記見定を指げた

上で、同条 Z項に「人民裁判所の裁判下Tは法的専門知識を具備しなけれ

ばならなしvという胤定を追加した。 見したところ、読でも裁判官に

なれるわけではなくなったようであるが、実際にそれをチェ yクするシ

ステムが他築きれなかったため '2、岡山胤定はほとんど機能していな

かったコこの点については、次項で明らかになろう J

次に、 IU主!と判官法 (1995作)を凡てみようっ本法はおよそ主!と判官が備

えなければならない要件と、新しく判ポ・判1Hmになる者が備えるべき

要1'1を定める。前者については 9条 lJJj各号が定める(メL数字は号数。

以 r'、これらをまとめて C9 条 l 項嬰件」と l呼ぶ)。すなわち、 :~Ü中ド|

回新を有すること、 2)満23JA以上であること、 :F憲法を擁護すること、

お良好な政治的、業務的資質を備え、品hh，lであること、(骨身体健康

であること、(⑤大学学部・ [守利J( [本科]は 4-5午制(一般的には

4年)、[専科]は 2-3年市IJであるの法律専攻本業者、または非法

律専攻を羊業L、法的ヤ門知識を有する苫で、 2年以上の業務経験のあ

る者、法学士の学院を取得し、 I年以 hの業務経験のある昔、法学修士

1 本」頁の内百全般につい亡、宇阿川-1'日IJC中国における司U、制民改革 裁

判官制度改草と「裁判官の独、川を中心に 」社公体制と法2号 (2001イ1)

39-43頁、鈴本賢 C[補論1'1' 同のU、官制収J1.ムi度清吾細川、曹の比較iJ、社会学』
(東京大学出版会、 201J3年)355-362員を参照した{

2 鈴木 阿 ]-.335:R。

3 高等教育法(令凶人大市委会199お年8月29円採択、 19昨年 1月1円}JUif-n
17条。
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または法学|専士のえtl立を取材した苫のいずれかでなければならない、と C

なお、「業務経験」の「業務」に制限はない :4) また、本法施行内ilに裁

判守になっていた者については、研修により期間内に G~所定の要件を

クリアしなければならないとされた (1口l条 2J且)が、その「期尚」がい

つまでかについては明確にされていない。

もうひとつは、本法施行後に判事または刊事怖に新胤伴川される者に

ついては、全国統 の資格試験である「初任判事・判事補全国統 試験」

[初任審判員、助矧審判I員全同統 考試]に合栴しなければならないと

したことである(12条 I項、 46条3項入試験は 2年に I凶で、 1995年、

1997年、 1999年に行われた。内

ただし、本制度については、以下の2点にiJ::意する必要があるじひと

つは、本試験は[公|剥]とされながらも、「受験できたのはすでに法院

に勤めている者に限られ」 Wlていたことであるじもうひとつは、本規定

の射程は、本法施行後に判事または判事補に剥l嵐イ工用される場合に限ら

れており、次の向者については辿用除外とされたことである}すなわち、

本法施行以前に判事または判事補であった者(本法随行以前に判事補と

あコた者が半1111に任命される場令も含むの)、および本法施行以後に新

規に所長、刷所長、 J，x判委員会委員、延長、刑延長にi工用きれる場合(12

条 2項)である。これらの者については、日条 l項嬰件を充たしさえす

れば、{工用され得ることになるのなお、所長、刷所長、裁判委員会委員、

廷長および副廷長は、実際の業務経験のある者から綬秀な者を選ばなけ

ればならないとされた(同JJj)が、これがJ，x半1I業務に限られるかについ

ては止かではない'8'

け周辺驚主編可主トf法品義， (人民法院山版社、 1995年)81員

~ i去律年鑑 (996)I 13SA、l法律年鑑 (1998)I 111A、l法律年鑑 (20001I 

140頁口

6; 鈴木 8iHIO注(1l358A。

『最市裁「初任判事・判'11.補試験暫定排iJ、J (1996年行月出日採択・施10

2条 2項。

解釈卜はートに裁判業務を指し、それ以外の場合ごもその他の法律関係の業

務干法学研究・救n-cあるとされている(周辺鷲「法H法 現行法H制度1'1'1

重大改革J111阿法ザ 1996年2期lω耳、景向東「誠民主〈法官法〉泌 l 条的適用」
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このように111裁判骨法は、全ての裁判宵に刻して 定の学暦または法

的専門知識を必須とした卜で、新任 ['IJ事・刊事怖については試験を課す

ようになったハ漠然と「法的専門知識」を要求していた裁判所法とは吹

なり、本法は法的専門知識をチエ yクするfl組みを設けたものといえよ

うハただし実際上の問題として、以上の任用条件は「徹底されていない。

数年来、毎年のように法律の専門教育・トレーニングを受けたことがな

い、法的専門知識および能力のない苫が裁判所に就職して就業し、はな

はだしきに主つては指コ罪的ボス lに就いている」 ω という指摘があるこ

とも付吉しておく υ

他方、任問条件のひとつとして、「良好な政治的、業務的資質を具え、

品j丁}J正であることJ( 9条 I項 4サ)も規定されているじここでいう「良

好な政治的資質」とは、「第 Iに、裁判官となる者は必ず憲法を擁護し、

允の基本路線を擁護し、社会王義の道を堅持し、人民王主義独裁を堅持

し、共産党の指導を堅持 L、マルクス主義・毛沢東lL1想を堅持し、白主

的に党の路線、 )J到、政策を執行し、党巾央との 致を保つこと」 {1ω で

ある η 要するには党の言う事をおとなしく聞く者ということであろう。

後述(次項)するように、木法施行以IIIJの実|療の裁判白新規採川jにおい

て筆頭に挙げられていた政治的要什が取り込まれたのであるの

長後に、 2以II年の裁判j'口法改IH乃内容を簡単に見ておこう。今次の改

正は、 2002午から始まった法曹 者の笠屯門となる全国統 司法試験の

実施に向けたものである。裁判口の資格に即していえば、 Tてなし吃11点は

以下の 4占であるコ 9条 1J頁要1'1については、①宇陀要1'1の[専科]以

上から原則学部以上への引上げ、③業務経験の内容を「法作業務」と明

記した上で、経験年数を引き延ばLたこと(G号)、また資格試駁につ

政法論壇1996~二 3 周51q など)っ

り東f琉「司法ィ、公的成閃及11、|淀己主小取向J Jl、丙政U、管埋持部学院予報2∞口洋

I111干1)r; (CNKl) 6民。苦1'i"は広岡壮族11治区安濡11治県裁判所以である。また、

民為民 11111*1法官管理制度的改革」法律適用2002年5期 (CD版) 4頁も、旧

政甲lJ úû~11Î-Jじの学歴. il、的事門知識些件について、「現実生活においては本規

定を打ち破る、ないしは祉制するやりんが依然として大Fを娠ってまかり通っ

ている」と批判する。

1("同道鷲前掲y土(ぺ)80貞口

]
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5
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[
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いては、③対象を判事・判事補のみならず、裁判委員会委員、住長、 hJlJ

延長が新版伴川される均台にまで広げたこと、 (4)試験を裁判所の内部試

験から全国統一司法試験へと改めたこと(12条)を挙げることができる。

なお、所長・副所長については「裁判官またはその他の裁判官の安件を

具備した苫」から選抜するとされたハここで「裁判宵の要件」とは、 9

条 l項安件のことであり、結局、所長・冨IJ所長については、司法試験台

格は任用条件とされなかった i11 i 

6.1.2 誰が裁判官になっているのか

定同以降今日に主るまでの裁判官の土な供給源は以|、の五者であると

いわれている (1:!)必書記員。多くの裁判'r;が書記員から昇格してきた

といわれ、例えば、淀川|市南山区裁判所の w山サイト 1131で主な指導者

として紹介されている所長、副所長などの裁判行 7名のうち、 5名が書

記員からその裁判官人生をスター卜している(このほか、検察で書記員、

検事柄、検雫なとを歴任した後、裁判所に移ってきた者も l名いるん

②合祭、検祭および政法委員会なと、の政法機構のスタッフっ③込役軍人っ

(お大学法学部の卒業牛、教只など。ただし、必の占める割台が長も小さ

く、「政法高等教育機関[政法|完校]を羊業した大学生・大学院生の巾

で裁判所、検察院に就職する者は、本業牛のごく 却にすぎない03巨大

学法学部の統計によると、 1984午から1998作の15午問の2000名近い半業

ヰのうち、裁判所・検察院に就職した者は20%に満たない:14)というじ

⑤党・政l{f機関のエリート幹部。これらが裁判所に児動した際には、所

長、副所長などの裁判所管理職に就くのが常だという。

以上のる者のうち、法的ttt門知識のトレーニングを受けたといい何る

のは〈訟の 部および④のみであり、その他はいずれも法のよ人、ないし

けい胡康生ヱ編宮中事人民Jltn巨1I対 l法相i義巳(法律山版社、 2001年)27~29頁。

1 ~ì 純思深 1 1 I I 同法院系統j既柑」梁治平編川主治在'1'刊 制度、 M1h!?与実践~ (lj r 

国政法大学出版社、引)02年) 180頁μ なお、 2)ないし④の中には、裁判官に直接

就任する者もいれば、o書μ己員を経由して裁判宵になる省もいたと与えられる。

1 :1) http://nsqfy.chin以川了t.org/参同いなお、本号所掲の lJRLは200，年 l月31

日現存のものである 3

1-1)宅映H軍「依法的、刊与司法改吊」法商研究1999年2期lTA。

北法58U -:-33:>) 339 [152] 



ー込 門

i附，，'己

はそれに近いハしかも、裁判宵の大部分は書記員から丹格してきたもの

であるコ法律卜、裁判官。)科川条件として法的専門知識の布叫が問われ

なかったことと相侠って、このことは、裁判宵が法に粕通したフロブエ Y

シヨナルしかなれない職業ではないことを端的にゆしていよう。それで

は、どのような基準をもって裁判宵が選ばれてきたのであろうかc 本反

ではこの点を明らかにする c

建国後、また建国後順次「角材主」されていった地方では、「人民裁判所」

が定設されていったc そこでは当然に裁判官が必要になる c こうした裁

刊行のニーズは、「古くからの解放区の司法幹部を指導的幹部に充ペし

たが、彼らの数は多くはなく、業務のニーズを満た tにははるかに小足

していたJ" そこで、その不足は次の 3者により担められたというじ(1)

南進中 d~} の解欣Vから「政治的にしっかりしていて有能な幹部、法

律を学んだことのある青年インテリゲンチアを合む新しい幹部、ヨ〕巾華

民同の裁判官(いわゆる '1日司法人員J)内③は中華民同の裁判官が全員

留任されたわけではなく、克:中央の「対象を区別して慎重に処理する」

政取に照らして選抜された者が留任された。この巾で法のプロ 7 工ツ

ショナルといい得るのは伐のみである。

1952年の時占で、全国のよl'.判所幹部総数はがj2 h自oω名であり、その

うち 'IR司法人口」は6以)り名いたというコしかし、このブロブユヅショ

ナルも 1952午から始まった司法改吊運動において 'IU法観点」、 '1υ法ス

タイル」と批判され、その多くが1誌をJ且われた(ここで '1日法」とは、

丙洋近代1去の継受に努めた巾華民団法を指す人司法部の統計によると、

司法改革運動を経て制任された 'IR司法人只」は20肌)名あまりであった

としづ。 実lこ4似)0名が裁判所から迫h!(されたことに企る。

それと同時に、土地改草運動および反革命館圧運動に|怨して設置され

た人民法定の幹部、ならびにλ衆運動の積極分子から選抜された優秀な

者、合わせて6000名余りが裁判所に人った r16' また、品目J裁所長の主

は:，1 中華人民共和凶建凶の19'19{1'10)J1 11時点で、現存の版|χ|全てが共産党政

権に)iJiしていたわけずはなく、内戦が続いていた。

¥16'以上の建回以降の記述については、ョ当代'品刊 l作(上)， 24-25、41買を

参l附した。
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必止には、失業苫および、傷模軍人を各級裁判所に充当し失業問題およひ1経

度。〕傷版市人の就業を解決するん法とするよう提案し、これが採り人れ

られた "。裁判所が失業者ヤ傷模軍人の受けmとなったのである。

このように、 50年代初期における裁判官の大部分は、法のプロフエツ

ショナルではなかったのである。留任された '111司法人員」も近代法的

思考総式に某っき裁判を行えば、「旧法制収」との批判lが千ぐすね日|い

て待っていることは火を見るより刊jらかである。その後、!吋知のように

1957年の反右iJR闘争を皮切りに政治運動が断続的に展|制され、 1966f下の

文革を迎えたわけである。

文平が始まり、以トのようなI去の"frJフヱヅショナルではない裁判官

が[下放]され、また 1972年以降、続々と元の裁判所に呼び戻されたが、

それも多くはなく、文中以一自の幹部は当時の幹部の10%に過ぎなかった

ことはお述のとおりである (2.1. 1 I参照人

こうした状況におし hて、裁判所スタソフの日・量自力強化を凶るのは焦

円の課題であった J 党巾央は|日1111i.土・川訴法の施行に際して、 1979年 9

月 9 日、「刑法刑事訴訟法の適切な実施を断固1:，c~正することに関する

.J~ IJ、」 {1引を出し、「党と阿家機関・平系統および経済部門から、思想が

良好で仕事のスタイル[作胤]が正しく身体の位康な一定の政;私的・丈

化的水準をそなえた大量の幹部を、百十山的 段階的に選び出し、相Lむの

訓練を経たのち、司法部門の業務に配目する」という方針を打ち山したっ

ここでは法的専門知識が全く問われておらず、採川信この研修でそれを抗

うという考えが示されているコ

ただし、ここで看過しではならないことは、文革期に大学が機能不全に

陥り、当時、大学法学部の羊業生白{φ可まとんどい右ごかったことである 19
1

: 17) r萱必武j)、予丈集J (jJ、伴内版村、 2001芹) 1:)0-1:)2頁(，閑於司法隊似的

改造相l補充問題給中共中火当記処、劉少苛的信J (1952年6月25H)、「給中共

'1'央各'1'央同負責同志的市j-J 0952年5月23日). 

川，中比中央閑於堅決保証刑法、刑事説訟法切実実施l巾指示Jr司法手1111(1) J 

郎氏IH卜。なお、 j予司(は苧干Ul[r図研究5号 (198E年)16~-173R (凶'1'信行訓)

を参照した A

: 19
1木山辻道『現代中凶の法と民主主義，(効草書房、 '093I¥二)19-25員、ヨJ:I1

代'1'同11、入門， 292-293頁U
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つまり、法的専門知識を問うこと向休が現'天的ではなかったのである。

そのため、裁 ['IJ官にとっては前提条件である法的去、養を伴川条件とはす

ることができず、 t~~用した後に研修を行うほかなかった。

以卜では、こうした状況において、実際にどのような恭準で裁判官を

採用してきたか、またすべきとされていたかの具体例を示そうっ

川 1982年の州南省の人事 20)

1982年、河南省、党委員会は、警察、百Ji.土部門に行結管瑚官、刑事警察

行、司法警察4庁、看守員、預審員、検事、判事、書記員、公証人、弁護

上などの人員5ω〔名の増員を決定した。そこで、河南省、党委員会組織部、

同政法小組(政法委員会の前身か)および省人雫日は、「政法存1;門に5000

名の業務人員を転出・選抜ほ用することに闘する通知IJを連名で十注し、

5以)0名の分配については、省編制委員会が決定するとしたじ

そして具体的な採用条件については、 C}止し想、が良〈、政治的経歴がはっ

きりとしており、涜;の 3中全会以降の路線、 )J剣、政策および6巾全会

の決談を支持L、4つの基本原則を堅持し、仕事のスタイルが正しく、

大衆と連携を取り、公 11に業務を行い、忠実・誠実で、高木以上の者c

定の政策水i'tと事務処珂能力を有する者。位康で25恥から:15i;長までの

者。 hi.土はクラス毎に転属・新規採川し、原、所属先が推薦し、試験 (T

には国語[語丈])を経て、優秀な者を採用するつ裏口や、情に駆られ

た不 11などは厳禁する」といった基準が小された。

ここで挙げられている条刊は、①政治的立場、ヨ〉人格、玄宇陀(高半

以上)、(む健康状態、必年齢 (25-3o歳)の 5点であり、法的専門知ロ哉

は全く問われていなし、。副験が主には国語であることはこのことを端的

に小している。また、今回の人事は党組織が中心となり行われているこ

と、および判事が存記員千警察宵なとの行政職と同じ条件でまとめて募

集されていることを指摘しておく。それぞれ党が人事を牟射しているこ

と、そして上記職業が「政法戦線」として同質の仕事であると認識され

ていることを意味していると考えられる。このほか、今回の雰集は25歳

以上で所属先の推薦を必要としていることから、学部品i羊苫ではなく、

川河南省委決定給政i1、部門増調子王干名業務人目」人民検祭1982年1期17頁ο

[EiSJ 北法;;S(1'33Gl:sfi
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すでに他の職にt~~l 、ている者を士JU~ としていること由主うか均すえる c

(2) 1983年の第 91υ|全国人民裁判所業務会設:21' 

1983年11月2HJに開催された第 9回全|川人民裁判l所業務会議において

は、最高裁の窓兄と Lて、「必ず政治的に Lっかりしていて、考え方が

良好で、 fl事のスタイルが ilしく、:t:く、 lロJ校本業以 rO)-+祉を右し、

身体が健康であるなと」といった条件が挙げられたυ そして、こうした

人材の主な供給源は、「大学に合惜しなかったこれまでの両校卒業生か

ら募集し、優秀な者を採用すべきである J また上の条件に合致する退役

V人から選抜し、短期間の耐修に合倍した者を配属しでもよい。裁判所

の人員採用は上述の要求に厳格に照らして行うべきであり、長打採用を

厳祭し、抱き合わせをしてはならず、頑なに裁判所に人員を受け入れる

任務を負わせてはならない」、とじ

ここで挙げられている条件は(1)と同じく、政治的立喝、人十件、ヨ)

学歴(高卒以上)、(1)健眠状態、 0)年齢(者い者)の 5台、である c 王な

供給源としては第 1に大学小合格の優秀な高半の若者を挙げているが、

上述の条件に台致する退役半人も相~ttffに入っているコ

(31 1991年の最高裁「裁判所の定只i目に伴う人口募集業務に関するいく

つかの志兄」fm

1990年10月 1Hの行政訴訟法施行に止、じて、地h各級裁判所では行政

主!と判廷を設置する必要が山てきたっそこで、国家機構編制委員会は「全

1"1の地h人民裁判所の心只を23万5420名から 1万2000名I即日してお万

7420i告と L、土に地方各級人民裁判所が行政訴訟法を実施するために、

行政裁1'1J機構を設置するために必要な定貝、および際すった問題を適度

に解決ナるために用いること」を決定した川、これに時比、して最高裁

211 第九次全凶人民法院 l作会議記'JtJ i1983{1'11JJ2111)人民司法印刷.11

1期27頁り

221 最高人民法院闘於法院!H編逆人 l作的幾凸 E 見J (1991年 1JJ25H) 司法

院芹鑑 (1991)J 401頁己

í:~:n 国家機構編制委員会悶於地方人民法院I付加編制iJ l内通知J (199日年12月::10円)
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は上記意見を山 L、新規採用の条件として次の 3点を示した。心政治的

すj品。 C~>+陸。公募採川する幹部、退役1下人幹部および選J左して異動さ

せる裁判業務に適合する在職幹部は、高羊以上の学暦がなければならず、

条件の整った地点では[大専]以 hの学医がなければならない。③年齢コ

公募採用する幹部は28歳以下、 ill役軍人幹部は原則として:;0歳以下の連

排級幹部および35i&以卜の蛍級幹郎、選抜して異動させる裁判l業務に適

台する有職幹部は原口IJとしてお歳以下とよべきであるc 裁判業務のため

に立ちに必要となる専門家については、年齢を適度に緩和しでもよいc

以トに共通する条件は、①良好な政治的立喝、(必高卒以卜の学歴およ

び(3)許いことの 3点であるじなお、 13)では人格および健康状態が明示さ

れていないが、これらも当然の条件であったと推測される c

このように、 80年代から90年代初頭において、裁判円になるには法的

専門知識が必:，3W:とされていなかったのである。この点に比して、政治的

立場が4日に戸、つうじに掲げられていることが特徴的である υ 専門性よりも

政治件が重視され、椋端にいえば、政治的に安心できる人ごあれば、詳

でもよかったのである(いわゆる[市1]と[専]の問題)山コ

その典型例は、裁判官を採用干る際に込役軍人の名が挙げられている

ことである。こうした現象が牛じるのは、裁判所が解放平と I，'Jじく階級

独裁の「伝家の宅万」と性格つけられている(:?，)，'ことと相候って、退役

平人の政治的 ¥'t:t暑が良好であるからにほかならなし~次のエピソードは

このことを如実に示しているコ 1994午5月、某県は大量の退役軍人を裁

判所l二受け入れることとなったc そこで、法学部出身の~~.党委只会副音

記が、組織部長に「そんなに多くの退役軍人が裁判所に来たらまずいこ

とになるだろう」と百った。ずると組織部長は、「何でまずいんだっい

ずれにせよ独裁の道具だろうが 1簡単な道理じゃないか。我々の解放軍

により 1991年に定員(裁判官に限定されていなしL書£員ペコ事務職などをも含

む定Rと考えられる) I万2川)0名増が決定された (Ci1、院年鑑(1991)J 402頁L
2_'11 誰でも裁判所に勤務寸ることができる」と冊捻寸る論者もいる(成大判l

「試論審判委員会市I1主改小的制値取向」官建明主禍 ]'111同審判方式改小理論問

題附究(上回)J 1中回政法人学山版紅、 2000年)251員会照)

2，，) ;医術平「建築与法治理念」法や2002年5期;)B~ 
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はMをしてるんだっ独裁の道具だろハ政法機関は小'1をしてるんだりこれ

も独裁の道具じ?ないか。|口lじことだと切り返したという{加。独

裁の担し、子である裁判宵にとって必要なのは、法的専門知識ではなく、

独裁の道具としての適情性=良好な政治的1'0者なのである c そうである

以上、 83年厳打において大量の事件を速やかに処理するために、包、i昼、

党機関や行政機関の人民を裁判官に{lV:て卜げたことは、当然。〕成り fT"

きであったといえよう υ

この点、前Jyで見たように旧裁判官法は裁判官のi工用条件に大きな変

革をもたらし、学歴および法的専門知識が必須とされたυ しかし、、112を

よ見定は実際には十分に徹底されていないという。例えば、「わが同の裁

判所系統は近年、大主止のJll役軍人幹部を受け入れ、そのうち、多くの者

が白按的に裁判業務に従事しており、しかも、部隊在籍時の階級により、

相止、の行政上の指導的職務、例えば所長、副所長、廷長、副廷長なとに

充てるI品合がほとんどである」山という c

またIR裁判下J法は他)Jで、政治的資質もおよそ裁判'円たる者、不可欠

の要刊であるとする立場に立っているの前JJ!であらかじめ指摘したよう

に、建1"1以降の裁判j'[ゴ採川の弟 lの条件が取り込まれたのである。

そしてこの要刊が、裁判官に対して党を支持し、党の指示に従うこと、

換百すると党の政策の忠実な執行者であることを求めていることはいう

までもないのとりわけ所長、訓所長、主l'.判委員会委員、主主長およびi'liU延

長についてはこうした傾向が顕著であるコそれは、これらの裁判所管理

職がよl'.判委員会討議申]や所長審査制を通じて妓判結米の最終的決定権を

有しており、これらの者を抑えれば、裁判結果をコントロールできるか

らであろう。実際、裁判所の管理職ポストは、党への忠誠心が高いと思

われる必党員、退役'iTI:人、政治的エリートによって l行められている

(，むと⑤および③はかなりの程度において重複しているものと思われ

る)c 以 L 具体的に見ていこう c

三市j 賀許J方「通過司法実現社会If玩 対'1'同法官現状的個透視」同 l司;1、
的理念与制度J (中国政法大平出版社、 1998年)40民3

幻)察彦敏「泊、ウ審判探源及其JH実分肝 尋求実現"ti法与別実的契fT」法子

評論1999年 2朋19頁}
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表6ー1 高裁所長の同党デループ書記の兼任状況 (1997年9月時点)

地方 所長 年R 地方 所長 来日 地方 所長 年R

v七 炉、 抗日1車川 ポ同 女 市た 韓雲汗 ポ同 凶 111 づ弓し育F ポ同

うξ t字 張柏峰 書 f首 辿 h}J.r附 書 貴 州 3副錦出 書

I可 jL イ、TIι u 江 丙 十陪l原 u 4ヲォp l有 郎副教 u 

)1 JJLj ギ主謀 きH )1) 東 ア培米 者 チベット U あj きH 

内 宗" 巳 11莱 」ま 日'1 件I 今JiH己 」ま F爽 西 ア仁発栄 」ま

j霊 平 範);1' きH 目。 北 ヲド其凡 者 H 1~;\ 土世立 きH 

" 体 掲医祥 書 [羽l 市 =仙初 書 青 1宵 ，I.!~有功 書

II!竜江 骨百強 ポ同 広 東 安~惜 ポ同 寧 更 制;献朝 ポ同

上 1耳 制瑞邦 書 11-、 山 自任士 書 同不都県依
剥J l料

本。 f悟嗣ィ工 骨子 十引札11; u i毎 時I H忠本 u 

1折 il 豆i中タ'i 書 重 鹿 t宣イ変!lll 書

1'1'1典 '1'共'1'央制純品 '1'共'1'央党史叶究室 '1'央門来館柑 I-IIIIII共主主党利尚史ff料 前7
進(上)社会主義事業琵民新時間 (19iii.1O-199i.9Ll(中JI，'¥{:rJ2.出版札、 Zi刷年).337 
1以人同~わ 7 巻(卜 ).1 ， ~可 J 附巻ー( 1'-) 巾全信人以jl、相l同政格制織 19，19.10 

199'7.9) d 1げよう資以下を宰照した

" c町長」は名地点目「リi-J三を、「組」は党グルーアを、「己」は z 日己」を指す c_~ はボス
!なL"eある。

(む党口

JS:判所管岬職における党員の割合について、一般的に「わが国におい

て、党の裁判所系統に対する指導は非常に直接的なものであり、裁判所

の所長、延長は原則として党員ごあり、しかも党委員会書記は原則とし

て所長が兼任する」おといわれている。具体例を挙げようコ去 6-1は

1997~戸9月時占において、各高よl'.所長が、所属法判所党グループにおい

てどのような地iすにあるかをまとめたものである。本去から明らかなよ

うに、高裁所長31:包巾、 30i告が所属裁判所党グループの書記である収支

1) 1名(新彊ウイグル白治レ(Io;::j裁)は党グループメンパーではない)。

また、雲南省嵐山 111，-ド裁の Wcbサイト， ~~I で紹介されている同裁判所

の所長、副所長等 5名は全民党グループメンパーであり、党グループ吉

記は所長である。 111東省銀利県裁判所の状OGも同様であり、その Wcb

団) i!長待J平等『司法改小 分析守民間JJW、伴出版村、 2肌)3芹)52:i-524頁(院

波執筆)， 

20) hllp:/ /ljzy.chinacourLm民/参照い

[Ei9J 北法;;8(1. 332) :s2 
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サイト '.，(1;で紹介されている同裁判所の所長、刷所長等 G名は全員党グ

ループメンバーであり、所長が党グルーフ音記を兼任している。

③ 退役軍人

「河南省、同級人民裁判l所が1999年に発行した「前進中的河南法院』に

よると、 i告協IIJ所持の16の区・県人民裁判所の現イ工の正職所長のうち、

9名が市人げll-Y'であり、部隊から転業した後裁 ['IJ所に人り裁判l所の指導

者となったのであるしこれは基本11守にわが国の基層裁判所の全体内状川

を代表しており、退役・転業w人がわが同の裁判所隊何において，Iiめる

古，)台はかなり大きし、 '''l数以上の所長がill役軍人であり、しかもこ

うLた状況が普遍性を持つというのである c

このほかにも、例lえば途中省遼陽市巾裁の Webザイト f凶では、指導

部メンハー [Aチ成員]として 8名の裁判官が紹介されている(その内

訳は、所長 1名、副所長4名、規律検査組長 l名、政治古il;王任 l名、執

行局長 11"，である九このうち 3名が退役dギ人である。裁判所指導者の

で分近くが退役軍人により占められているのである J

ミむ 政治的エリート

「大部分のL十級人民裁判所の所長は政治的13察を経て幹部からf干命さ

れたものであり、正規の法学教育を受けていないJ'泊、「党・政府機関

の高級指導幹部も裁判所に異動し所長または副所長などの指導的職務に

就くのが常である」引l といわれており、政治的エリートの山山街道の到

達点または 通過点として裁判所の管理職ポスト、とりわけ所長および

刷所長ポストが用いられている。

:，3(>1 htLp://klI.'-.chinacour 1. or只/参.~~" IriJサイトでは l及判所党グル ブメン

ハ~J [院党組成員]という lJl円で所長、副所長などが紹介され亡いる。この

ほか、後十名表 6~4 、 6 -5もあわせ C参聞きれたい{

11
1 二日廿ー税政ゲ等審判独す与司法公定 (，!jl同人民生γム大J子出版社、 2002年)

:~47頁υ 占い記録だが、 1982年に以内省の名級裁判i ~Î.でが)20IJ名の退役平幹部を

そけ人れ、その際、若118iiに半イI'.WJの研修を行ったという(了i1:西省法院品r 118 

頁参~SO

山 http://lyzy.chinacoun.org/参昭つ

日j 純思iA~ ・ ~íH~;子(12) 1ì2~ 173頁。

{仙|司上1811頁
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上海dJを例に挙げよう。『上海審判誌」には、建国以降の上海!Ii内の

裁 山 所 以J裁、中裁、集層裁)所長・副所長の氏名、経歴などの情報が

掲載されている'"， 1976年以降1995年 4月までに所長・刷所長であっ

た者は112名であり(1976年以前に所長 副所長に就粁L、|口l年以降も

在職していた苫を含む)、そのうち30名が所長・刷所長就任前に裁判所

以外の職場でキャリアを積んできた者である。これは全体の26.8%に卜

る。内訳は、検察山身者が 6名、警祭・司法行政・監察部門山身苫が7

名、その他法律とは直接的なつながりがない職場内身者(党委員会も合

もすが17名である υ 例えば、胡瑞手11は岡市黄浦区党委員会書記、巾共上

海市警察局党委員会副書記来政治部(人事部門)主任を歴任した後、 1993

年 Z月に同市高裁所長に就任したυ また、Jl(3.1参照)に引用した楊

時は中共中央誹公庁中央警命科長、岡市警察局政治部主任、 r.j:'f手人民ラ

ジオテレピ台代理台長を歴任した後、 1964年II月から 1966年4月まで、

そして1978年2刀から1983年 3月まで岡市高裁副所長を務めた(中断は

主草によるものと推測されるんなお、残 1)の82名についても、所長・

刷所長就任期間のみ記載されている者が多いため、全員が故事l官山身と

は限らない。

また、 112名のうち11名が、所長・刷所長退任後、ないしは在職巾に

兼任として、裁判所以外のド|家機関の長職lこ就いてし、る。例えば関T畏

は、警察部融公庁同U主任、上海第二医学院党委員会書記兼所長を隈任し

た後、 1978年から上海市高裁所長を務め、 1983年4月に上海市8期人大

常委会委員に「当選」したれなお、人大命委会委員は同級人大により選

出されることとされているが(地右組織法 B条 4号)、実態としては人

大代表による白山選挙ではなく、党委員会が統制していたものと考えら

れる IJ(¥'

:3，，) rト海審判誌J 492-:]11頁υ

:313
1 中火組織部 l宮中共中央が管理する幹部職務1〆1柏、表1 改1卜の通知J (1990 

苧日月10口)によると、全同人大常委会委員は[党管幹部11原則に荒づき、

中共中央が色理するポストとされていることから、上海市人ん市三長会妥員も

同市党委員会が管理していたものと推測される(本通知については、人事部

政策法規司編『人事工作主件選編(J:JI巴(中困人事山版社、 1991年)35 町

民参照)。
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6.1.3 まとめ

以 h見てきたように、少なくとも 90年代目1)半までにおいて、ィ去のプロ

フェッショナルであることが裁判宵の巨、須条件ではなかった。これに対

して、建1
'
，1以降今日に亘るまで、政治的す場がしっかりしていることは

一貫して裁判守となるための必須条件であった(裁判の担い手は本米的

に党の政策の忠実な遂行者であることが求められているのである。とり

わけ、裁判結果の最終的決定権を握る裁判所管理職についてはこうした

要請が強く、そのほとんどが党員を筆鼠とする政治的立上告がしっかりし

ていると Uされる者により占められているc より忠誠心の高い者が裁判

所持糾職に就き、裁判委員会討議制lや所長審杏制を通じて、党の意lιを

裁判に反映させる仕組みになっている U

6.2 法的決定形成プロセスに介在する制度

裁判官の独立の原則の卜では、個別具体的な訴訟における終局裁判lで

ある判決・決定は、いうまでもなく川該事件を審理した訴訟法上の意味

のぬ判所が決するコところが中国には、当該事刊を客用した主!と判体 (~J

|¥便宜的に「受訴裁判所」とl呼ぶ)以外の者が、終局裁判lである判決・

主!と定(以下、便宜的に「判決」とまとめて呼ぶ)を事前にチェックする

法律上の、または法律に明文規定のないポ実上の制度が存tFする。そこ

で、本節では、こうした制度を考察L、裁判が道具になるシステムが染

き上げられていることを明らかにする。 具体的には11>1主|法上の意味の裁

判所内部における所長審杏制および裁判委員会討議制、 (21地方ブロック

[塊塊]における党委審査制、ならびに13縦ライン[条条]における上

級裁判所への間会であるハ以下、順に兄ていこう。

6.2.1 裁判所内部品7)

本項では、(1)所長審究詰IJおよび(11 )裁問委員会討議首IJを検討ずる口

実務でも、この順序で審査がj生んでいくと考えられる。例えば、蘇力 uじ
忠大学教授)は次のよういう。すなわち、「延長は合議体が起草した具

::-17) 本JMのいJ主主全般について、田中frifi-I中同刑事訴;川」、の改irと裁判の似す」

中回nJI究月平日1996年llD号 1貝以 Jを参照したc

北法58(1-32:>)329 [lG2] 
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イ本的事件の法律志児を受け取った後、審査する i皮が合議休の意見に同

意したときは、事案をト可、すなわち所長またはポ特副所長の審也、にイJ

tため、これに移 F、合議休の意見に同意Lないときは、円らの意見を

したため、合議体に時評議するよう求める c 事案が所長またはで特副所

長の子に渡った後は、大休次の 3パターンに分かれる c 必所長が合議休

の意見に同意するときは、署名して ['IJ決を l明十。必合議体の意見に|口l意

しないときは、立主J先住長と同様に、 f争議体に再議を求めるじ(3)f度が事案

が重大、複雑であると判断したときには、事言語を裁判委員会の討議に1，J

すため、これに移すよう求める:-1S)とじつまり裁判所内部においては、

受訴裁判所→延長(高l延長)→所長・主管副所長の順で判決がチェックさ

れ(所長審査制)、重大事件ハ ドケースであれば、裁判長員会に凶さ

れるというのである(裁判委員会討議制)。ただし、後述するように、全

国 律に、また全ての事件についてこうした子続を経ているわけではない。

I 同庁長峯査制

ぬ判所法によると、 J主判所は所長 1名、刷所長、延長、刑延長および

半IJ11者|名からなる (19、24、27、31条九半IJ11は裁判廷(業務廷)に

配属され、主!と判廷には延長と訓延長が置かれ、延長が合議体に加わった

場台は、これが裁判長をjHう (1，'J i土10条 4項。副廷長については明文規

定がない)。ほとんどの裁判所においては、所長が刷所長によl'.判廷の管

理を相、11させている(いわゆる[分管副院長]、[ボ管副院長])。そして

所長は裁判所のよl'.判業務、司法行政事務および党務を主J十する '~0;

同庁長審査制とは、「単独裁判也 合議体が審理した後、判決をいすliijに、

[主審人員]は事件審埋の具体的意見を主管する行政業務指導苫、例え

ば延長もしくは副延長または所長もしくは副所長に報告し、その審:古う・

決定を受ける市l皮を指す'" ([主審人員]は裁判の主な責任苫であり、

明 l 鮎力「論法院的事刊職能与行政色理」中外法学1999年3朋41良3

州純思iA~ ・ iiJJ局所(12) lì2~ 17日目、察彦故・前J司柱 (27) 1GB。

:411J 張{有半「論我凶法院休出i!j的非1J政化J1司土編 T司法改革論評(第 1輯)巴(中

凶法制山版社、 2001{I') 1O~良っなお、張街、 l' は l 全ての事件」が所長存査制

に係るとする υ
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必ずしも裁判長とは限らない :'111) :)現在のやり方は、「事件の裁判主再;

を延長、所長が審去し、署名する':~+フ)というものである。なお、ここで

任長や所長が「署名する」といっても、それは判決存に戸長署名するわ

けではない +3' 事議書のような文音に署名するのであろう。

所長審査制に関する実定法上の根拠はなく、またいつから行われてい

表 6-2 最高裁における所長審査制対象事件

死刑再必査事件'1'主が明らかぎ、汗拠か町主かっ|分で、犯~~~!j，!Eが<1しく、裁

] 判廷の者脊立見か 致してねり f千両から勘案して必ヲタヒ川に処断しなければなら

ないもの

U) 
2 化11m者脊事1'1 北判狂的存杏立見が I(1H'1川法43条規定により、記経には刊す

べき 1"(" 武 L、死刑日可を iill求した裁判所内同意を得ごから死穏に改刊するもの

Fん 3 一枇的伝子歩外$1牛

長 1 1 .2手法事件

相J任司 llr'事件 裁判廷の骨堂思比が相jllィ、当で 11したもの

市リ 6 事業が慢維で政取的 または新たな状討に遭遇L 法的 政泣的制拠を欠主、北

院 判廷が|分な~{~を持つどいないもの

去 7 下級品刊p)，的発効判決につい亡確かに誤りがあることを琵見し、下級此判所に内需

を命じるもの

当裁判191が19i9{下12月11日以剛に軍命本認し、または以刑の当裁判i9i各ん区分院が

8 門い促した事件につし「亡、町かに記lりがあるに二とを発見し、1"1決を改めるベミとの

見解 t 致しているもの

死汁IJ内審査事件 裁判siの審査により、死刑に処すべきをないという認識つじ 拭，~、
ワ l 汁ロlを請求した北判所と協議の上、同認識で 7丈し/七もの

延 》 両裁の判決に対する不眼中すご[中両]につい亡、教判廷の者査を註亡 町判決が

長
小当ごはないという判附ご一致し 市"'"亡を)，IJ卜するもの

8 卒業が簡市で 法的根拠があり また援刷できる葉例があるもの

け1，鈴木賢 l中凶における町場化による了司法』の析出 法院の実態、改革、

構想の諸相 」小森田秋夫編，rhJ品i主的化のu九|会学， (有信堂、 2001年)25E 

民

山長氏 Cj丸岡司法規作己主吊案件審批制民」人民司iJ、1999!fl0開IJ26頁ニ

，4:11 判決需は合議体楕成員および青記Hが署名Lなければならなし刈刑訴法Hi4

$0 I日122条も同じ)。また、最同裁「判決書および裁定書に所長が'{i.?;すべき

か否かの問題に関する批復J (1964年1月7日jは、 i~Î長は判決古に署名すべ

きではないと指示する。

北法58U. 327) 327 [lG4] 
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るのかも明らかではなし，:，-H1。筆苫がリにすることのできた建国後最も

市い公的な文吉は、五主治J裁・司法却が54年裁円l所法施行にi捺して発した

「裁判所法をf苧宵 L、徹民することに関する指示J (1954年12月7円)

であるコ l百;j j旨小は「裁判l所内部の集団J旨与を伴~・強化し、合議制lおよ

び裁判委員会の役割をさらに発障させ、所長および径長の集回指導にお

ける責停を強化する」とする。この「所長および延長の集凶J旨与におけ

る責任」は所長審査制を指しているものと考えられる f15L

次にどのような事件が所長審杏市IJの対象となるかについて見てみよ

う。最高裁において所長編査制の対象となる事件については、最高裁「事

件審査不認排法(試行)J (1981年 4H 16日ほ択)が定める c 表(j-2は

本耕法 3、 5条を整理したものであり、「所長・副所長」の棚に挙げた

弁事件はそれぞれ所長または副所長が審者する事件であり、「延長」の

棚に挙げた各事件は、所長または副所長が必要なときに廷長に授棒した

ドご、これが審査寸る事件である。

ここから読み取れるように、事案の重要l性ないしは重大性により、所

長・ il'ilJ所長が審査するものと、延長が審杏するものに分けられている。

また、この分類からは、最高裁が受理した刑乍事件の全てを所長審査申1I

の対象としていると考えられる。例えば、① 6と③ 3を比較すれば、

シンプルケースは廷長が、ハードケースは同庁長または副所長が審査する

:'1-1)管見に及ぶ限りではあるが、険甘'i7i辺区市等裁判iYI'組織条例 (19:)9年4月

1 H公イド)には附ぷ芥iE削の原型と見られる規定がある(loJ条例は韓延能回常

兆儒i田川'M新民++お小命時期l恨拠地il、市IJ文献選編(市 3巻)巴 ('1'同社会科

学山版社、 1981年)35:，頁以下に収録されたものを参回した〉邦訳は、季干1I中

岡研究 5号(1986年)928以卜(附待知史百'()を参J!討した)，すなわち、同16

条Gりは高等裁判川狂長の職権として、「裁判の取i'i'Jまたは判決」を定める-

)Jで、 17条5号T]cJ裁判官[推事]の職権として、 l事件。〉判決および判決喜

の起茶[J'i:i擬JJ を定める(同所長の職権として「同|濯のありゆる訴訟事件の

逆行の監腎および指揮J (G条2号)が定められているが、これが判決の符査

をも合むのかは明らかではないんなお、「裁判所が50年近くにわたり実施して

きた「事件審有制度'J とし寸指摘もある(周暁筒「 ijE審判権古合議挺!

廃除案件詐批制度的思与」法律適肘1999イ1.9期(じD版)3.)良)。

↑:，)問中{口行「中国における裁判の独立と党の指導 1954年一H壮年 」

季干IJ中国附究 5号 (1986年)53良

[lGSJ 北法;;8(1'326)326
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こととなっている刊。

ただ、これは最l出裁についてのものであり、 卜級裁判所においてどの

ような事件が所長審査制の対象となっているのかは分からないη この白

については、「決定を卜す前に、所長または延長に報告して|ロJ;立を得、

所長または短長が裁判主再を審査・署名しなければならない」仰、「長

期にわたり、裁判実務において所・延長事件審先はすでに慣習となって

おり、裁判11は事件の事実の審査のみに責任を負い、どのように判決す

るか(すなわちどのように法を適用するか 原文)については、所・

廷長が「チェ yク」し、実際に行われているのは首長責任制である」似l

という指J向がある内

そして、所長者査制において、廷長は最も現場に近いせいか、円 4市的

な審査業務においては最初の審官者となっているようである。すなわち、

「廷長の許可を受けた裁定または判決こそが正式な裁定または判決であ

る。たとえ刊I事が単独で卜したものであっても、必 F延長の計 lりが必要

である」州)とじここでは、あたかも全ての判決が所長審査制の対象となっ

ているかのようにいわれている。

とはいえ、所長審査制は元々明文の制度ではないため、制度としての

普通件は低く、地方によってそのあり方は児なる。例えば、 I)'r~ なる裁

判所、または 1，<1じ裁判所であっても事件によっては、合議本の権限行使

状況は児なり、大体次の 3パターンに分かれる。 :f合議体には事4五認定

権しかない、必合議体は事実認定権だけではなく、所長、廷長と共I，'Jで

法律適用権を行使する、 O)合誌体は独立して、事実認定権およひ、法律適

刊)1981年3H 19日に江華(最高裁所長)が大津市河西R裁判所で同裁判所ス

タップと附談会をiJワた際の党百によると、当時の最高誌では、次のような手

順で所長拝堂制が運営されていた{すなわち、 Ci)台議体による需，lji. ，下議、 '2)

7工長または担当国Ij)町長による審者、えl所長による審在、小川長または担当副iji9i-

μが署t，して?と効、グ争いのある、または重大な事刊については裁判委員会に

刊託、ごある (C江平同志談人民法院独~審判問題」氏ーがヲ U、制1981年 6 則 5 頁)

，47' 陳街東土編 T刑事訴訟法実抽問題調研報告， (中国方止出版社、問。l年)167 

R。

州!剖道管「独立審判う司U、公正Jil、律適用2002年10則 (m収 7頁

19'範里、深 HU.t場i土 (12) 178-179R。
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用権を含む審理・判決の全ての権限を行使する」仰という指摘がある。

ここでは、⑦を所長審:缶詰IJと、〈苛を所長・延長が裁判結果に全〈関与し

ないケースと、~~を :J; と③の中間形態と{止世づけることができょう。こ

こから、全ての事件が所長審缶詰IJに係るわけではないことがうかがえる。

また、現杭1並行巾の司法改草において、受訴裁判所が夫質的に審理L、

J'IJ決をいすみ向へと議論が進んでおり、すでに所長・延長の審去を受け

ず白ら裁判を完結させることのできる「主審裁判i1J といった新しい析

置も試験的に行われているら

そして、受訴裁刊所の意見と、所長・廷長のそれとが異なるときは、「

般的には、 川及が卜級に1fl:う、つまり tll当者および合議体は延長、所長

の決定に従う，2)ことになるという九まさに「廷長および所長が事

実人裁判の真の決定者であり、事件を白ら審瑚する合議体ないしは単

独裁判 J日は裁判についての提案者および執行者にすぎない」 fコ，)

E 裁判委員会討議制

ぬ判委員会討談市IJは刑事訴訟法および裁判所法に規定されている制度

であるコこれを定める条文は、以いのとおりであるコ

「およそ重大または難解な事1'Jについて、所長が裁判委員会の討議に

付す必嬰があると認めるときは、所長が裁判委口会の決どに委ねるため

その討議に付すれ裁判委員会の決定については、合議体は執行しなけれ

ばならないJ (1円川訴法107条)0 

山 1γ街民周長平陸賢剛呉博T平「法院内f'，'I;権力結構論」四川人学子報(哲

守社会科学版) 1999{ド2期 (CNKIl818。

λ"例えば、 111点省、育品市では1999年3月から主審裁判lJu市IJを実施したという

(孟人l 路求索 青島中院審判改革模式一人談」人民司l法2ωoイH 期(じNKIJ

12頁参照)。また、 2000年7月11口には、段高裁が「人民裁半IjiYI-栽判長選イ千品

法(試行)J を山したひ

.-，~)王同怯 馬海刻「審判組織運行機制改革之探副」法律適用2収12午日開J

(CIJ版) 76頁

川会訴裁川所がなお自らの見解に固執する場令は、最終的に法的拘点}Jを持

つ裁判委員会に利託されることになる(範臣、深・前掲注(12) 177頁ハ

日 1 劉22生 l人l(法院管理体制改革的幾点目年」法学制|究2002I¥二3期16良η
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「合議休は開注して審理を行い、かつ、詐議してから判決を言い渡さ

なければならなし~疑義があり、複雑で、または重大な事件について、

合誌休が決定しがたいと認めるときには、合議体が所長に報行し、裁判

委員会の討議に1，J託するかの決定を仰ぐ。子手議体は裁判委員会の決定を

執行しなければならないJ (現行刑訴法149条lc

「汗級人民裁判所は裁 ['IJ委貝会を設置し、 Kt:集中制jを実施する。裁

判委員会の任務は裁判の経験を総折し、重大または難解な事件およびそ

の他の裁判業務に闘する問題を討議することであるJ (裁判所法11条 I

項)， 

これらのよ見定から明らかなように、裁判委員会は旧刑訴法「において

は「重大または難解な事件」、また坑行)1リ訴法下においては「疑義があり、

複雑で、または重大な事件」を討議 L、合議体はその決定を執行しなけ

ればならない。ただし、裁判委員会の決定を受けた事件の判決書に署名

するのは、受訴裁判所構成員(と書記員)である :)';5
1

なお、誌が裁判委員会に報肯にするかについて、 I見行111)訴法149条は

合誌本がまず所長に報~.L、所長が裁判委員会の討議にイ寸すかを決定す

ると定める。 IR111J訴法が台議体ので体性を全く訟めていなかったことと

I七べ、条丈上は、合議体のイニシアテイブを強化したものと計イ山ずるこ

とができょう川。とはいえ、実務においては、 IR111J訴法規;ぷと 1，，)じく、

合誌本の判断を経ずに所長が裁判委員会の討議に付すかを決定している

裁判所が多いというの，:

芯 J 最高裁「裁判委民会の討議を粍た享件について判決吾にどのように署名す

るかの問也に問寸る復函J (1957イ17)J2311)は、 l裁判委員会は]礼杭、原則的

に対外的に公開していないため、裁判~員会の討議を経た事イ斗の判決吾につい

ては、やはり当該事刊を'i'r~~里した合議体の構成員が署名 tべきである」とする戸

川す法日的は「裁判委員会が副議する事件の範阿を狭め、 fT議件、が独>r自十

に裁判権を1-J伎できるようにすることであるJ (陳i省点 前掲注(47) IS2頁{

このほか、山i勝主編 '1均訳、伶改刑事訴訟法的決定釈義， (中国法制出版社、 199C

年) 180-181頁、胤道鷲・張凶漢」編 'jflJ t，訴訟~l、的修L史守適用， ¥人民iJ、院

出版社、 1996~二) 245、247良参照)。

例えば、亘岩出向裁が1998年に、阿rhl勾の'1'裁および士七回裁の刑事判決100

f刊を調作したところ、裁判委員会に付託された事件は、いずれも所μが独断で
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また、裁判委員会に「同級人民検察|完の検祭長はヲIJ附することができ

るJ (裁判所法11条3項)。つまり、判決を左右する裁判l委員会会議に枚

祭も参与できるのであるハこのことは「裁判所の独立」と緊張関係にあ

ると考えられる。しかし実態としては、「改111去の人民裁判所法公布後

の10年間において、検祭長が同級人民裁判所の裁判委員会会誌に列附す

ることはほとんどなく、本法律条文は形骸イヒしているJ'日といわれてい

る。また、「数人の裁判nに聞いたところによると、検祭長はJ国4市、汗IJ

事事件の討議に列席L、他の討議に参加することは少ないc たとえ出席

しても、検察長の意見はあまり重視されないυ なぜなら、その行政クラ

スが裁判委員会の裁判官と同じだからである ':59;'とし寸。

次に、具体的にどのような事件が裁判委員会の討議の刈象となるのか

を見てみよう。 ト述の事件審杏承認、韓法(試行)によると、最両裁では

以下の 11類型の事件が裁判委員会に付託される(表 6- 3参照)，この

ほか、旧法所定の"重大または難解な事件」は、一般的に「社会、何

内外の反響がわりあい大きな事件、内事者または社会に刻する，影響がわ

りあい大きな事判、指導段関またはj!1J拝者に関わる事1'1を指す。合談件、

と廷長または裁判所長との問で意見が分かれた場合も、「ハード』ケー

スとなるJ((i())という指t前もあるつ

また、現行II'J訴法の「疑義があり、綾維で、または重大なポ件」は、

最高決 CJ刑事訴訟i如実地における若干の問題に関する解釈J (1998午

日月 8H施行)114条 2項川"によると、以卜の 5類型であるc すなわち、

そのことを決定していたことが判明した(屯研「不遵守程序辺、現象松伏厳重」ョ人

民法院市， 1999{1' G 112311んなお、嗣査対象となった100例全てが裁判委員会

の討議にj，Jされたのかは不明であるハそして、 |利明『司11、L宮市研究J (iJ、律

出版社、引川O年)191良はこの調査結果を引肘し、「多くの及干I所では、依然と

Lて所長ひとりで裁判委員会の討議に付託するかを審査決定し亡いる」とする 2

川J 忠胤邦 '"A~高枚察.ti liil席人民法院審判委員会会議」法学19問年 6 期26頁。

川島E担保 HiJ掲托 (12) 1iG8" 

:(illJ 裁判l肝スタソフに対 tるピアリング調子子(範巴深・同ト175頁参照)υ

市1J なお、現行刑訴法施行声円uの1996年12)J20Hに最I';;J裁が f達した lヨ刑事

訴訟法士施における若干の問題に閣する解釈(試行)J (J99i芹 l月10施行)

114条 2項も 101じ{

[IG9J 北法;;8(1. 322) 322 



現代巾囚における「司法」の惜五0:，-61

表 6-3 最高裁における裁判委員会討議制対象事件

I 叶裁tlJF'Jiの令;li体、裁判廷の審査lおし、亡意見が分かれた事行

つ 原ヰljiJt夜更の必要がある場合に 問連よ糾何?のE見を求めたが改判り同意を作られな

か~，た事1t

:1 I rfrf:~渉外事件

斗 当裁判所が抜判 4る， '来事什

日 企同l内影響のある経済事件

6 県級以上の幹部もしくは知色人の 主とは影習がんきいタヒ爪l事1'1

i I ff'l可を裂する刑事苛，J仕事件

B I ，':，'jls:" ~宇門JJ::判 p) ， の判決 北íLにkJ する、または長 I"~検7)'当JJ::刊刷ドアロフストしたミドfl

各組裁判所の党幼判決 裁定に昨かに誤りがあることか判明 L、 "，裁判所lが手法級を，1上
。げてよ主刊すると~fI
10、円裁tlJF'Jiの判決 裁定に砕かに~!-(りがあることが判明し、裁判し声す必要のある事件

11 所長 ，町lりi-.f<がよk判委員会的バ議に付託する必忍があると認めるきのi山の事件

(1)死刑判決を起案しているもの、合議体を構成する裁判官の見解が大き

く分かれているもの、検察がプロテストしたもの、江j社会的に大きな影

響があるもの、国その他のlJ:半IJ委員会が討議・決定すべきもの、と i6:::i口

実際に裁判l委口会の討議対象となるポ件は、中ド|の論者の紹介による

と、巾主!とごあれば以下の 6類型であるという肋っすなわち、①刑事事

件(死刑判決を起案するj71件、「経済犯罪山jF件(和えば横領、贈収賄、

I日 1 最両裁スタッフが執筆したコシメシタールである町通鷲等・問掲;+ (，)6) 

247頁は、上に f(!)事案が耕しく、複雑でili:大な事件、主任会的影特がわりあ

い人きい事1'1、③法律の類推姐出により犯罪認定・量刑する事fl、④人民枚察

院がブ口テストした事件、合』言イ4'，1<成貝の聞で意見が大きく分かれたこ炉件、

(lR)刑法S9条規疋により処罰を減軽する必支のある事件が含まれる」とす

る。なお、本書は刑訴法典改正直後に仲I版されたため、刑法典改定 (1997年)

により削除された「類推適巾」が出亡くる υ

63
1
範盟、深 .iiJt場所 (12) 1i5Etcなお、これは中凶全ての中裁に共通寸るも

のではないものと思われる。また、④がj~~jドの「被害額」をも含むのであれば、

これも刑事裁判に関係する η

川口 '1'両月における「経済ð~'jド(刑法) J概念の県阿については、小I1彦太「経

治改革と中国刑法」針生誠肯・安刊信之編「中国の問先と法巴(アジア経治研

究所、 1992イ1')72-78Rを参照されたい戸

北法58U. 321) 321 [170j 



ー込 門

i附，，'己

密輸入中級裁判所が下級裁判所の判決をひっくり返L、被fT人を青空罪

とする事件、検察が卜級裁刊所の判決にブロテストした事件j、f忌所長

と合設休の窓見が分かれた事件、必主管制所長と合議休の意見が分かれ

た事件、(むわりあい巨額な事件、③関わる労働者数が多い労働紛争事件、

⑤香港、台市およびマカオ住民ならびに外国籍人に悶わる重要事件であ

る。これらのうち、刑事裁判と関連するのは①、〈吾、 f号、である。ま

た、渇および必から、所長審査制で円満に解決することができなかった

事件を裁判委員会均す討議しといることがうかがえよう c

また別のいlを挙げると、湖北省武漢市?-I:i其区裁判所は、 2001年 2月16

日に「裁判委員会議事}J1則(試行)J日 lをrJ主 L、次の 6頒青'1の事件を

裁判委員会の討議の対象とした(同規則13条各サんすなわち、お執行

猶予、刑の免除、無ヨド、昨外執行を言い波す刑事事件、 l芯執行の恨拠と

なる、'i裁判所の発効した法的主吾に誤りがあることを発見し、是正しな

ければならない事件、 ':3)所長・分担所長が裁判l委員会の討議にイ、Iす必要

があると認める新型の雫件、任〉丹脊および主主し反された事件、長事件処

岬について合談半の志見がわりあい大きく分かれている事刊、⑥社会的

影響が大きな、または社会の'ぷ定に関わる事件である。

そして、実際に裁判委員会が討議する事1'1は少なくなし凡例えば、汗IJ

Tトポ件とは明小的に阪にされていないが、来高裁では '1998年に138回

(日)裁判委員会会誌を開催し、 10111'1(1口1)の事刊を審杏本認し、こ

れはI，'J年の全結審件数の 3分の l以上を占めた。このl前後においても、

同ぬ判所では、初午lJ:申l委員会で討議する事1'1の割合は基本的に 3分の

lliiii廷であった。つまり、この高裁においては結審する3件にI件は裁判

委員会が l審査亭認J Lているのである」州(カッコl人jは原丈)という

指摘がある。また、品層裁においては、「毎年大体10-15鋭、約2C件の

事件が裁判委員会の討議にかけられる」。ぺ '1997年、上海dJ奉献県裁

伺 i IJf士三J心 l法院改#研究 l~ 個基JQ!法院的探索為視点I('1 'M政法大子

出版社、引)04年)428-4:-;:-]頁。

W 羅書、l'I審判委員公“需批案件"制度応予取消」張街、l'主編『司法改草論

評(前日輯)， (， l' 同U市]出版社、 2002年)52頁c

お7"' 鮎力 T送法十郷 中困基層μI法iljlj度制究， I中回政法人学山版社、 2000年)

10/1-.8。
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判所の裁判委員会が扱った刑事事件は31件であり、同年度における当夜

裁問所が処理した刑事事件総数の8.2%であったc 他点、毎年平均する

と大休10%前段である」同l という拍抗がある山 c さらに肢打期におい

ては、裁判委員会は厳れに関するほとんどの事件を討議していたという。

すなわち、"重きにかっ速干かに」の事件については、担当した裁判宵

がそのはとんどを裁判委員会に報告していた。裁判l委員会は報告に恭つ

いて事件の犯罪認定、量刊について討議し、被再人の犯罪認定、量刑を

決定していたっそのため、裁判所がある事件の裁判の|剖廷を決定したとき

には、、自主雫件の裁判結果は 般的にすでに裁判委員会が裁判前に決定し

ていたcさらには公式の判決書を制作・向J)，I川していた地方もあった」刊とっ

このように、合議休が裁判するといっても、その 部は裁判委員会の

決定なのである c

6.2.2 地方ブロック一一党委審査制

党委者査制は、党委員会が重要な事件や警察・検察・裁判所で争いの

あるハードケースの法的決定を審脊するという制度である。これは恨拠

地時代にはすでに存存したといわれており (71 、法律上に明文の松拠は

制 J 半疋 II'士院独JL及戸、困境J (未公表)。本相の引肘は琳力・|司上による}

州中には大半の事業が裁判委員会に付託されたというJH摘もある。例えば、

r~省高級人民裁判iYî-では 1996年に結審した刑事事件の70%以トが裁判委員会

の;;t議にかけられた」という(担Jijjiキー l論審判委員会;;t論例案城権」主慶大学

学報(干十会科苧版) 1998年4WJ (CNKI) 71頁じまた、知[1裁では I審事件お

よび破棄する 2官事件の常てを裁判委員会に付託すると規定しているという

(般紅民ー周大助「品審判委員会計Jm:的改吊与光善」律師世界1999年10期 (CNK]}

42頁)υ このほか、鈴ノト賢が1994年にiJ った調存によると、 ill度内中裁では「ー

訴事件では 3 分的 2 近く、一常事件で10~20% を裁判委員企で討論している」

という (;j;%ノド・前掲日 (41)255頁)。

7(" 陳ml華 τ刑事不刑j原理論(第 2版)， (北京大学山版干上、 2ω3年)344~345貝

71) 江華院長在北京市刑事審判工作会議|発表重要請話 人民法院記須認

貞執1J' "-Irllj法に厳格イ立法緋事」法学雑誌19RO年 zWJs頁{なお、叩年代の党

委員会のI'U2土審査制度の逆用については、胡軍「公官、検祭干日法院応jf時貫徹

互相配合、互相制約的J阜、則Jil、学1958年 1期27頁、庚以泰「押樟J党対人民U院

的領事、阪 訴判独止!的謬論」政法教学1958年 1期17民主主出
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ないが、 i見l'Eに卒っても党委員会による審査はイT続している。

とはいうものの、党委審先制は、制度としては実は党中央によりずで

に斉定されている}すなわち、党巾央は1979年 9月9円に「刑法・刑事

訴訟法の適切な実施を断同保障するについてのJ日小J (いわゆる 164-0

ι再J) を山し、「今後、司法業務に対する党の指導を強化することは、

最も重安な項目のひとつである c ずなわち、法律の実施を確実に保障し

て、司法機関の役告lを l分に発J軍させ、人民検祭|完が独立して検察権を

行使し、人民裁判所が独立して裁判権を行使することを確実に保障して、

これらの機関がその他の行政機関・ IJI休または個人の下主，.を受けないよ

うにしなければならない。同家の法律は党が指導して制定したのであり、

司法機関は克;が指導してうち建てたのであるから、法律および司法機関

の職住を崎重するということは、何よりもまず党の指導と党の成伝を品

めることにほかならない。 J涜允出危:委員会と司i法丈機閑はそれそ

責f任工を有 Lており、11-いに取って代わることはでき F、両者を混同すべ

きでもない。それゆえ、党巾央は各級党委員会による事件審査承認制度

を廃止するよう決定した」としたのであったっ

これを裁判所に引きつけていえば、次のように要約できょうじ「司法業

務に対する党の指導を強化する」とは、党が制定した法律を道守し、ぬ判

所が「行政機関・|寸i体または個人の|渉」を受けないようにすることであ

るつまた、党委員会と裁判所は職責が)'r~ なり、 絡くたにしてはならない。

よコて、両者の職責を混1，りすることになる党委審査市11を挺止する、と C

しかしそれと同時に、「各級司法機関における党組織および党員幹部

は、I，'J級党委只会に白T.的に業務を報告してWi小を求めなければなら(な

い)J とも指示したハ党委審査帯IJは廃I1するが、裁判所の党グループは

党組織として、また裁 I'IJ官は党員として、|叶級党委貝会にお伺いをすで

ろというのである}

このことは、次のような発言からも明らかである。すなわち、彰真は

64~ ;じ書下達の翌年である 1980年 2月1刊に、 '1101別具休的な事件につ

いては、党委員会が問わなければならない特殊なものを除き、やはり検

察院、裁判所が独立して処理 tる/ロと述べ、例別具体的な事件につい

円彰真 l杭広東省和広州市公検法性 fR会上的l書記lAJ点J(1980イ[.2 J J 1 11)ョ彰
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て、「党委員会が問わなければならない特殊なもの」が作杭することを

が峻する c また、劉l晋峰(大津市党委員会副音記j も1990年 2月17tIに、

「各級裁判所は自主的に党委員会の指導に依拠し、これを受け入れなけ

ればならない。人民裁判l所はほ常的に党委員会に活動を報告し、およそ

方針、政依なとに関わる重要問題、または重大事件・ハードケースを処

理するときには、白主的に党委員会にJ刷、を仰ぎ、指導と助けを得なけ

ればならなしヅみと述べる J

また実際に、次のような指摘から、党委審杏巾lが形を変えて残ってい

ることがうかがえよう U すなわち、「警察・検察・裁判所 3機関が重大

事件、渉外事件もしくは統一戦線にかかわる事件、または方針や政策に

関わる問題に遭遇したときは、必ず自主的に党委員会に報告して指示を

求めなければならない。党委員会の指示および決定については、真撃に

徹底執行すべきである」川、「法に従い独立して捜査権、検察棒、裁判

権を行使する警察・検察・裁判所 3機関が、一般事件についてはなお法

に従い処理できるが、ひとたび重大事件 ハードケ スに遭遇すれば党

委員会に宇佐訂して決定を仰ぐJ(7"、「碓かに党委員会の刑事事刊の審杏

承認制度は今Hにおいてはもはキ制度ではないが、現在においてもなお

地方党委員会から中共巾央に至るまで、具体的事刊の山杏、起訴、客用

に汁する|渉は完全になくなったわけではない」刊、「ィuはじ省 3級裁判

所のよJ岬IJ'元務から児て、大多数の地方党委員会、人大および同情委会は

裁判所の貝体的事件の裁判にほとんと|渉しておらず、 95%以上の刑

事・民事事刊は人民ぬ判所が(去にもEい独立して裁判している」汁l とっ最

曲、 2 214良。

川 「天押市委副書記劉昔峰イL天沖巾i1、院工作会議卜的講話(柏要)J (1990年

2月li日) 11 1:'去院年j!'~ (1990) J "24頁

7'1
1 1]1火政法幹部d了校刑法・刑事訴訟法救研歪編~.1 ]1華人民共相同刑事訴訟法

請義巳\~平家出版社、 1981年) l:-l8頁μ

:7:， 1 山明路 l 試論j~凶刑事法律執行中的協嗣問也」楊敦先・組業JL、・王勇編ョ刑

法発展守司法完普J (1['同人民公安大苧出版社、 1989年)245頁

げ6'，山利久ョ刑事政策的権力分析巴(中困政法人学w版社、幼児年) 124良

77j 奨可禄「完善人民法院依法独"行使審判権的理JAU思者相制度llt計」河北法

学20m年 1 期(じ~KI) 71頁〉
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後に挙げたM~じ省のJ天情は、 195% 以上」の事件が「法に lìt ， 、独立して裁

1'liJするようになったことを誇小ずるものと読めるが、裏を返せば、そ

れ以外の事案は「法に従い独立して裁判UJ していないということになる一

まさに田中信行が指摘したように、 64-0文書は「裁判員としては党委員

会に報件しなくともよいが、党員として報拝せょとし寸要求であ(り)J '初、

党委審究制は形の卜では廃止が指がされたが、それは実質的に温存され

てきたのである c

では、具体的にどのような形で実質的に存続している党委員会による

福査が行われているのであろうかυ この点、については 1993年になされた

次の指摘が参考になる c 寸なわち、「現在、作級党委員会は同級裁判所

の裁判業務の監告を、主に!')，下のやり }Jで行っている，党委員会が専

F1の政法委員会を設置し、警察検察・裁判所・司法行政機関の 4機関

の業務関係の調整の責任を負わせる。⑦裁判所から指示を求められた重

大事件について討議L、党組織の立見を十分に発表し、裁判所が執行す

る()::3)裁判所の克:員幹部の模範的法律執行を監怪し、違法・犯罪行為を

働いた判事に党の規律処分を科し、もしくは所属主!と判所に懲戒処分を科

すよう命じ([責成]。以rI"iじ)、必要なときは、同家権力機関(人大)

にその裁判職務を免じ、もしくは罷免するよう捉系し、または検祭機関

に山案させそのlJiJ1T責任を追及するよう命令する。 o::大衆の隙伯[米信

来訪]を受岬 L、誤判事1'1を発見したときは、関係裁判所に法に従い是

，1するよう命じる 17U
1と。つまり、党委只会の政法委口会が判決チコッ

クの実働部隊となっているのであるコこのことは、党委員会が政法業務を

指導するために設けたいす11出]であることから、、"，然のことといえよう。

そして、裁判所の裁判に対する政法委員会を通じた党委員会の指導は、

具体的には政法委員会による判決の事前副整という形で行われる。

この政法委員会による判決の事前調整は、前部でナでに指摘したよう

に、厳}J期によく JiJいられた千法である。すなわち、 83年厳れにおいて

は、「速やかに」を J天現するために、政法委員会主宰の下で合同事件処

理や共同事務処理と呼ばれるやりんが採られた。そして、両者はその後

:，杓田中・前掲i十 (45) 76頁c

判 l 王洪俊主編『中回肝明J理論判|究J (主慶出版社、 1993年)106-107良れ
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の般打においても行われた C

とはいえ、台|口l事件処理や共同事務処理は、厳+1だからこそ牛じる特

別な1見当:ではなく、円 d日的に行われているものである。このことは4.4

で検討した|寸性向けの特理完が事件。)顛末、そして次のような指摘から

も明らかである。すなわち、「少なくない地方の党の政法委員会は政法

機関の関係を訓整するとの名目で、警察・検察・裁判所・百J法行政機関

の4機関を紺織して刑事事件を討議し、犯岸認定・量刊を決定しているに

湖南の某市の政法委員会は重大事件・ハードケースを討議・決定するた

めに、政法委員会書記をリーダーとする警察・検察・裁判所・司法行政

機闘などの機闘の責任者から成るノl、組を設置している c 福1主省の一部の

地域では、 1994年に至ってもなお政法委員会が警察 検察・裁判所 3機

関を組織して合同事件処瑚を行っといる'，80"、「見解に畑違が生じればし通

つも、法定子統に照らして制約権を行使するのではなく、ほとんどは政法

委員会主雫のヤで了党内共同事務処瑚」を行う。およそ重大事件・重要事

件であれば、いずれも政法委員会が調査チ ムを統 的に組織し、了共同

事務処珂』の名円台長前を統 し、決定を下し、その後、jE)白土機関が形式

的に法定干続を行う。この間求められるのは 致のみであり、制約はなく、

また法による桐互協力も語るに及ばない。過去に生じた l合同事1'[処」甲」

の教訓を受け、中央は何度も共[，，)11務処理が合[，，)事件処理と異なることを

強調している。しかし、制度が君主わりさえしなければ、共同事務処」里は現

実においては「台[，，)11件処理I をもたらしうるのみである。これはまさに

l版打』以降、多くの地方でろo午代のやり方が復{舌している要囚である :31'

と。なお、後者の指折からうかがえるように、台川jF件処理や共[，，)11務

処埋が 150年代のやり方」であったことをここで指摘しておくつ

そして今日においては、実際に次のようなやり点で政法委員会による

判決の事前調整が行われているとし寸 MC

問 l 張怒・蒋)lC尚『法院独Ji..'i'fi'f-IJ同組研究巴(人民法院出版社、 1998年)164員つ

お'j 右泰峰「政法体制改革努ぷ」複elJ恨刊資料法d了 1987{ドヨ期38:R(原説。江

海学干r) (経i丘社会版)1987年1朋J
間以 fのμ己述については、林中梁編『各市及党委政法委的職能止古制政法 l作』

(中国長安出版社、 20114年) 582~587頁を参照したA
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まず、事前調整は主に会議の形式で行われる c これは「党内事件調整

会J [党内案件協訓会]と呼ばれており、政法委員会の書記、副書記、

事務局長または州事務局長が議長を務める。参加者は同級の政法部門や

|、紘政法委員会の責{千者が参加する。また、政法委員会が文書(いわゆ

る[紅頭丈件])を発L、政法部門に指示することもあるという。

会議で「山l整」される事案は、 Tに):1いの9種類である c すなわち、

必国内外へのZ3響が大きく、 ituされている特大刑事事件、⑦国内外へ

の影響が大きく、または大きな影響を生みやす1.'政治的な事件、特に渉

外事件(貝体的にはほとんとが国家の安全に危害を加える罪人⑨国内

外を震掠させ、影響が検めて悪い悪質な事政、④事手長が複雑で、関係者

が多く、特に克; 政府の指導的幹部が悶守しており、下品、を受けている、

または受け得る事件、⑤新類可lの刑事事件、または経済紛争・民事事件、

GD政法部門間で争いのある雫件、下級の政法委員会問で平いのある雫

!t(多くは地方保護主義を背景とした地方聞の経済的紛争)、③上級政

法委員会と上級の政法制;門との問に平いのある事件、⑨上級克;委員会・

政法委員会、同級党委員会またはこれらの主要指ゴ拝者から調整するよう

求められたTト件、である。

会談ではまず談長または事刊の責任者が事系を説明し、問題占を摘示

するコその徒、参加者で討議する。最終的に議長が総括し、「参加者の

共通認識となった志凡、または少なくとも多数者の正しい志見、もしく

は少数意見であるが11 しいものをまとめ、議長の調整・説明を経て、 最

後に大多数の認口jを得る」のまた、統一見解を形成できないときは、上

級の政法委員会や政法的門に指小をfiIJいだり、 1，'1級政;士山門に対して上

級政法部門に照会するよう指示Lたりする。

以トの説明からは、政法委員会が1'11決の形成に実質的に関与している

ことが別らかであろう。 j皮法委員会の事前調整の対象となる事案の種類

も少なくなしおよそ見解が分かれた事件や重安性のl口Jい事件は、いず

れもその射程内にある。

そして、「裁判=道具」構造を解明宇るために、ここで何よりも沖目

したいのは、こうした会議においてどのように意思決定がなされている

かである c 卜記説明からは、|吋 クラス内で決着がつく均台と、 卜紋に

指示を仰ぐ場合の2ハターンがあることが分かる。 f走苫については、上

[177J 北法;;8(1'314)314
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級の見解が大きな反響力を持っていることは疑いないc このことは、 4.4

で検討した事例の経緯からも明らかであろう。

他方、前者については、同級の政法委員会、各政法部門の「話合し、」

という制をEしているが、実際は政法委貝会の意思が貫かれているよう

である。というのは、会誌の結論となるのは、「必参加者の共通認識となっ

た意見、またはぬ少なくとも多数者の 11 しい意見、もしくは〈百〉少数意見

であるが正しいもの」とされている UL数字は筆者が付したん⑦は全

会 致であるため、これが会議の結論となることに何ら疑問はなかろう c

問題は③およびおでいうところの「正しい意見」である υ とりわけ③は

少数立見であるが、それが「正しい意見」であれば、会議の結論となる

という。そこで、「正しさ」を判断する基準とは何かが、政法委員会に

よる判決の事前調整の実質を明らかにする鍵となる〔これを考える手が

かりは、次の指摘である υ すなわち、 1(1) 許1;の重大事件は、ほとんど

の場合において政法委員会が裁判に方向性を定めており、警察・検察・

裁判所・司法行政機関の各機関に考え}J、認識を統 し、全力で協力す

るよう指示する η② 部のハードケースについて、台祭 検告で・裁判所・

司法行政機関が性質認定において見解が分かれたとき、または処理にお

いて反円しあうときには、政法委員会が最終的決断を下すことが多々あ

る。..(1)少数の政法委只会指導者が青葉を法に代え[以下ヲイti.土]、個

人の志思を裁判所の裁判に代え、主l'.半IJ業務に粗暴に干渉する」初lと。要

するには政法委口会が決定を卜すというのである。だとすると、上の説

明にある「正しい志凡」とは、結同、政法委員会が「正しし、」と考える

ま見になろう。

ところで、宇川川幸則は、党が主!と判に干渉するルートについて、興味

深い指摘をしている。すなわち、 '9日年代以降、裁1'1J委員会のあり克が

クローズア yブされるようになり、それに士J-，る批判Jが強くなったが、

これは T外圧」をはじめとする諸処の理由により、党の関与がこれまで

のようにおおっぴらにできなくなり、法律上根拠のある裁判委員会をい

日 l 飽遂献 張位・組'J、I11'影響人民法陥止任定罪量刑的原凶与対策」法学罰

論1991ザ6則20頁c 胡子相 J量刑的基本理論研究(武浅大J子出版社、 1998年)

22S頁も|可旨}
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わば隠れ支と Lて利用し始めたフシがあることに世間が気付き始めたか

らではないかJ1841と。つまり、法的制度である裁問委員会討議制lを通じ

て党が裁判に干渉しているのではないかというのである。

表 6-4 遼寧省遼陽市中裁の党ヴJレープメンバーと裁判委員会メンバー

氏 名 現 T証 定:組 裁判長

4ドJJ~春 hL 去 〔コ () 

地主米 副院長 。 o 一、

翌日，'，久 ，'，'jlJ院丘 〔コ () 

円-t{生 ，'1rU r.:;'L:長 ピヲ に/、ノ

向叶 副院長 。 。

劉日~)し 規検組長 。 。

部耳石栄 i以内部 Hモ 。 。

金義強 執 1J日長 。 。

n'l~: http>/lyzy.chin以:ourt.org，'

" ，党組」は党グループメふ/パーであるか百かを、また「裁判

手 lは教わ11E目会メノパであるか台かをノj、九「。 lはメ

/パ であることを示す(表 6-5も同じ)

表 6-5 山東省広鏡県裁判所の党グループメンバーと裁判委員会メンバー

氏 アf 士足 }農 :五:組 故判委

よ辿民 P}， 長 ピヲ に/、ノ

孟繋刷 副 1)町 Fこ 。 。

喧連主 liiU P!， 長 。 。

郭よド 副 1)町 Fこ 。 。

芋祝川 紀f下検骨組E 〔コ () 

)，!'¥ll.Hi 執 行局 長 。 o 一、

i'I:典 h1lp:// gr rv.c hi narOll川 org/

実際、裁判委員会メンパーの役職を調べると、そのほとんどが所属裁

問所党グループのメンバーでもある。衣 6-1および衣 6-5 I土、遼寧

省泣陽 11I巾裁と 111東有広儀県裁判所の Wcbサイトにおいて、それぞれ

の裁判所指導者として紹介されている者の中から、党グループメンパー

l削 j 乍回川雫則「小口彦太著「現代中間の裁判とi1、巴」ネ|会体制とiJ、50" (2仁14

年)9i貝ο
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または裁判委員会メンバーである苫を抜き山したものである。|山I裁判所

では、党グループメンバーはいずれも裁判委員会委貝でもある。このよ

うに党グループが裁判委員会を掌握しているのならば、党の指導はこの

法律 r.O)制度により台法化され得ることになる。

以上のことを筆者なりにまとめると、次のような党による裁判に刻す

る「指尋」の流れが見えてくる。すなわち、地んの党委員会は、[対II部]

である政法委員会を窓口として、これが「事前調整」という形で裁判所党

グループを「指導」する〔そして、同党グルーフは法律卜の制度である裁

判委員会の意思として、この「指導」内符を台法的に実現する、と υ こう

した手法は、党委審杏出lの廃止を福いながら「芥級制法機関における党

組織および克;員幹部は、同級党委員会に自主的に業務を報告して指示を

求めなければなら(ない)J としていた61早文書よりも、党の指コ草に「合

法」の衣をまとわせることができる点で、「j乍練」されているといえよう u

6.2.3 縦ライン一一上級裁判所への照会

中国においては、最高裁も判決の形成過程において下級決判所が上級

裁判所に照会すること[請"J~J を認めており{川、実際にも広く行われ

ているつ例えば、江丙省について次のような指摘があるコ '1980午の汗IJ

ポ訴訟法施行後、全色、の上級人民裁判所は l、級人民裁判所の重大ポ件・

ハードケースについて、次第に閉廷前の業務指導および耽背を天』もする

ようになった。その内容は基層人民裁判所の11実および証拠の審査、有

罪と証罪、各罪の区別、干渉をJJr除L、正しく罪を認定し処岬ナること

を手助けすることを含む。閉廷IJIJの指導形式には Ti青上米」と「走「去」

がある I前上来」とは、下級人民裁判所の所長、刊事?王長および事件

処理人民を付故人民裁判所に招くことである。「走い去」とは、 ト級人

民裁判所の所長、主E長および研究五主任などが下属の人民裁判所に赴く

ゼ:，J 最高裁「間会同符業務己主苔に閉する吾筒J (19;)8年9月四日)、最高裁排公

IT I ~M是正日答業務改再に悶寸る通知J (196.1イI9 ) J 11 I 1)、最高裁緋公室 11417

問題に閑「る通知J (1973-1f-ll月7口)、段高裁「事件を報告・照会 tる際に注

且、すべき問題に闘する通知J (1986年 3月24H)、最高裁「刑事照会事1'1の報山

の範阿および作意 d一べき事項に閑仕る通知J (1995午llH30日)なと。
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ことである。「釘上米」であろうが「走下去」であろうが、その特俄は

ト級人民裁 1'1)所が|、級人民裁判所とともに、事案を分析し、証拠を分日Ij

L、性質を検討し、処理意見を討議することである}少数であるが彩轡

の大きな典型的事件については、 h級人民裁判所はさらに裁nJ.t三の人選、
公開審理の規模、傍聴対象、判決立件大会の組織および、立伝報道の問題

について、指導的意見を提案し、事件の貨をMi'保し、事件処理の効果を

拡λするのにプラスであるようにする」川l と。

こうした卜級裁判所への照会の存在を、我々が容易に月にすることの

できる形式は、最高裁の司法解釈である c というのは、「司法解釈は永

遠に実務を土台に登場するものであり、あなた(実務家を指す)が実務

を通じて、雫例を提供L、問題を提起しなければ、それに刻L心する司法

解釈が作られない 1，81)からであり、長両裁がl引す「格復」、 C11tj¥(J、「復函」

なと、の司法解釈は、まさに高裁の照会に刻する最高裁の凶答である(1.4 

参照、具体例としては3.3，1で紹介した「特復J)。実際、「最高人民法院公

報を紐解けば、そこに大呈に掲載されているのは、地}Jから最高人民裁判

所に山された照会と、最高人民主l'.判所の批復である」部とし寸指摘が示す

ように、高裁から最高裁への照会は、裁判l実務において広く行われている。

なお、法は司法解釈を最高主!と(そして最高検)の存権事Jt(88)として

いるが、実務においては、高裁もそれらしき丈吉を出している。例えば、

福建省f竺祭庁 高裁・高検・司法庁が1995午 1月12日に連名で山した

「銃存関連Tト件の処理における者|の問極に関する通知」や上海市高裁

が2000年る月 18日に出した「麻薬犯罪事刊の審旦における法の具体的運

川の者|の問訟に関する意見」などである削 c

出江丙省i1、院誌dl258頁。

国7'，妄倖「ι厳打!整治闘争中古川')深化公訴改革J '敢打法律迫同指導巴 21頁。

制二巨利明.iiJJ局所 (57)315}':{い

{刈， 81年解釈決議2条ベまた、最高裁 CJfu方件級裁判iYI'が司jj、解釈的な丈古を

制定すべきではないことの間出に闘する批復J (1987イ]3))3111) も、地ん各

級裁半引判Iリj所が司1υJ

もつて「 μ~-ij i'法主解I炉釈ドH、的な丈予書とJ [μ叶Jj法去僻〕釈p収i刊質丈刊] とするカか、については、 十元分、

に議論されていないO

{判J それぞれ「如何確疋司法肝択的時間効力つ J (司法信箱)人民司法2001年11
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このように高裁が司法解釈的なよ再を発山しているのは、「司法実務

で遭遇した問題について、最ltj人民裁判所や長l句人民検察院に司法解釈

を求めてもそれを何られない '01 からである、つまり、高裁が敢えて司

法解釈的な丈吉を究開せざるを得ないほど、 l、総裁判所からの照会が多

いのである。実際、「裁判委員会が事件を討議した後に、法律適用の問

題について白伝がない、または事案が重大であると判断したときは、 卜

級裁判所に照会すると決定よる」川という J また、「無錫 I[J中級裁判所

は照会の過多.iti用問也を解決することを、司法の公正の確保というハ

イレベルな問題と認識し、照会の問題を厳しく制限し、規範イじするため、

1996年初頭に、事実、社拠およひ、実体的処i唱の問題については原則とし

て照会してはならないと明確に規定した統日|によると、 [996年以

降、結審件数が旬年32%の成長不で増加する中、市内全裁判所の書山に

よる事件の照会は30%の刑合で減少し、今年上、['期の照会件数は 1者結

審件数の10ω分のl日であヮたJ
1，93)と任錫市中裁の成果を賞賛する指摘

があるが、その反面、「厳しく制限し、規範イヒする」以前においては、「照

会の過多 活用問題」が存在していたことがうかがえるつ

6.2.4 まとめ

木節では、実際に裁判lを初、円した裁判r口だけでは判決を l、すことがで

きないことを見た。すなわち、裁判官は判決を下す前に、延長 (Il'iljjf長)、

所長(冨1)所長)、裁判委只会、党委只会(政法委只会)、上級裁判所によ

る亘肘的なチ L "Jクを受けなければならないことが、法律上ないしは事

実上制度化されている。つまり、厳rJにおいては受訴裁判所以外の者に

より判決のチ L ツクが行われていたが、これは朕打だからこそ生じる特

期間-6;良、遊イ♀主j届ョ華東刑事戸l法評論(第 5をに(法律山版社、 2閃3イ[)

331-336頁己
ωぃ只百主衿 羅慶東宮刑法止法修正迫用通僻¥l997-2110l)， [中回牧察出版札、

2002年)2T8。

{り"土国慶・馬海湖「審判組織運irl護制改革之ff討」法律i自問2002年 8朋

(じD版)76良っ
りわ i幸殻・ 1剖輝明・金日臨「改注業務指導 減少個案詰示J 1'_上南論f胃1998年10期

[CNKIJ 27良
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別な現象ではなく、巾国においてはjレーテイン・ワークなのである。

こうした制度の|、にある裁判が 厳打期の裁判!と|寸訴に 中v公

平な第二苫(独立の主休)が判断を下しているわけでもなく、また、対

守する主事者が)v-)vに恭ついて攻防をつくすプロセスも保障されてい

ないことはいうまでもないc ここでの「裁判」は、究極的には、より上

位にある者(党委員会、|口l政法委員会、 h総裁判所、裁'['IJ委員会、所長)

の指示をj霊行する場にすぎないし
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